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１ 放送・通信分野 

 

【問題意識】 

 

昭和25年に電波法、放送法が成立、施行され戦後の新しい放送体制がスターとしてから

すでに半世紀以上が経過した。この間、放送事業は経済全体と歩調を合わせるように成長

を遂げ、カラー化、ネットワーク化を経て国民生活に欠かせないメディアとして定着した。

その後、都市型有線テレビジョン放送（ＣＡＴＶ）の登場、放送衛星（ＢＳ）や通信衛星

（ＣＳ）を利用した放送の開始により多メディア・多チャンネル化時代が到来、今や市場

規模約４兆円、日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という）を除く事業者数640社（いずれも

平成16年度）となっている。このような放送事業の量的拡大を支えたのが、受信料により

特殊法人ＮＨＫが行なう公共放送と広告による民間放送（以下「民放」という）の二元体

制であり、財政基盤を異にする両者が相互に補完し刺激し合いながら、国民のニーズに対

応してきたからとも言える。 

しかしながら、平成12年にＢＳ放送で、平成15年には地上波放送で始まったデジタル

化はこのような体制に質的な変化をもたらす可能性がある。デジタル化という技術革新の

波はハイビジョンなど放送の高画質化をもたらすだけでなく、多チャンネル化、高機能化、

さらには通信をはじめ周辺産業との融合を飛躍的に進展させ、電波の有限希少性と放送の

社会的影響力の大きさを根拠としてきた放送事業に対する規制の在り方にも大きな変化を

もたらすものである。そのような放送のデジタル化の完了を５年後に控え、今から放送事

業の今後の在り方について検討を進め、新しい時代に対応した新たな体制を準備すること

が重要である。 

一方、通信分野では昭和60年の通信の自由化及び電電公社の民営化以降も平成11年の

日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ」という）の再編、それと相前後する接続規制や非

対称規制の導入等の公正競争条件の整備、平成16年の事業区分の撤廃等の改革を経て、今

や1万3,000社以上（平成17年12月現在）が新規に参入、市場規模は自由化時の約3倍

の15兆7,000億円（平成16年度）にまで拡大した。また、平成13年以降、e-Japan戦略

の下、公正な競争環境の整備と民間主導のインフラ整備を推進した結果、世界でも有数の

ブロードバンド環境が実現し（平成18年3月末におけるブロードバンドサービス契約数は

2,330万件）、電話サービスのみならず、インターネット接続サービス、映像配信サービス

のいわゆるトリプルプレイサービスを展開する通信事業者も現れている。 

このようなブロードバンド環境の中、通信事業者の事業戦略において伝送部分（物理的

なインフラとそれを利用した通信サービス）だけでなくコンテンツなど上位レイヤーの重

要性が増しており、そのような新たな事業展開にも対応した公正な競争環境の確保が重要

な課題となっている。 
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 以上のような放送のデジタル化、通信インフラのブロードバンド化の進展によってＣＳ

やＣＡＴＶにおいてすでに現実になっている通信と放送の融合は一層身近なものとなりつ

つある。これに対して電気通信役務利用放送法の制定などの施策が講じられてはいるもの

の、現実の融合の進展に必ずしも制度面の対応が追いついておらず、その恩恵を国民が十

分享受できていないのが現状である。 

以上の問題意識から、当会議では、昨年末に取りまとめた「規制改革・民間開放推進に

関する第２次答申」（平成17年12月21日）（以下「第２次答申」という）において「公共

放送等の在り方を踏まえたＮＨＫの改革」、「地上波放送における競争の促進」等放送分野

の規制改革を中心に各般の施策を提言したところである。その後、関係方面においても検

討が本格化し改革の方向性について議論が深まりつつある。そこで、それらをも踏まえ、

改めて当会議としての見解を以下に示すこととする。 

 

【具体的施策】 

 

（１）公共放送としてのＮＨＫの在り方の見直し 

ＮＨＫの業務、組織等を規定した放送法が制定された昭和25年当時と異なり、国民

が数多くのメディアや情報にアクセス可能となっている今日、たとえ公共放送であっ

ても、視聴者に一方的に与える放送であっては到底国民の支持を得られるものではな

く、「視聴者から選ばれる放送、視聴者に満足を与える放送」へとその姿勢を変える必

要がある。そのためには、視聴の有無とは無関係に受信機を設置した者に対してＮＨ

Ｋとの契約義務を課し、あまねく全国に放送を普及させるための特殊な負担金として

料金を徴収する受信料制度は本来廃止し、視聴者の意思に基づく自由な契約に転換す

べきである。仮に当面維持するとしても、視聴者の選択の自由の確保、「民間にできる

ことは民間に」という官業の民間開放、民間の有料放送や有料コンテンツ配信との公

正な競争条件の確保という観点から、受信料収入をもって行う公共放送としてのＮＨ

Ｋの事業範囲は真に必要なものに限定すべきであり、それ以外の事業については、廃

止すべきものは廃止するとともに、存続の意義が認められる事業については、自由な

契約に基づく料金収入に財源を求めることとして受信料収入で賄われる公共放送とは

明確に区別した上で、その内容・運営面における制約を撤廃する必要がある。 

このような折、不祥事を契機とした受信料の不払い（支払拒否・保留の累計）は平

成18年５月現在で120万件弱であり、未納、滞納さらには未契約世帯を合わせると契

約対象世帯数の約３割に達しており、将来にわたって受信料を負担する国民の納得が

得られる説明が行い得、かつＮＨＫの組織として有効なガバナンスを確立するために

も、下記の施策を講じることが不可欠である。 

なお、ＮＨＫについては、保有チャンネル数の在り方、受信料制度の在り方等の将
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来を見通した公共放送の在り方全体の見直しの他、当会議の「第２次答申」を受け、

「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」（平成18年3月31日閣議決定）（以

下「３か年計画（再改定）」という）に以下の措置等が盛り込まれているところであり、

下記の施策と併せ、その着実な実行を図るべきである。 

○ 子会社等の統廃合等【平成18年度以降逐次措置】 

○ 外部取引における競争契約比率の向上【平成18年度措置】 

○ 受信料収入の支出使途の公表【平成18年度から実施】 

 

① 保有チャンネル数の削減等 

 受信料で賄われる公共放送としてのＮＨＫの事業範囲を真に必要なものに限定す

る観点から、現行の国内放送８波というＮＨＫの保有チャンネル数を大幅に削減す

べきである。【平成23年までに措置】 

  その際、受信料収入によって賄われる公共放送として維持されるチャンネル（例

えば地上波２波）についても、真に公共放送として相応しい報道等の基幹的なサー

ビスと娯楽番組等のそれ以外のサービスに再編成すべきであり、後者については有

料・スクランブル化など視聴者との自由な契約に基づく事業とすべきである。【平成

23年のデジタル放送への移行完了後速やかに措置】 

  さらに、公共放送とその他の事業の区分を経営上も明確にし、ＮＨＫをスリム化

するとともに、より自由な事業展開を可能とする観点から、娯楽番組部門、番組ア

ーカイブ部門、国際放送部門等は公共放送を担うＮＨＫ本体とは組織を別にするこ

とをＮＨＫの抜本改革案の一つとして検討すべきである。【平成23年のデジタル放

送への移行完了時までに結論】 

 

  ② 伝送部門の分離【平成23年のデジタル放送への移行完了時までに結論】 

  上記①に加え、デジタル圧縮技術の進歩等に即応して最も効率的な周波数の活用

を一元的に行えるようにするため、放送番組の伝送部門をＮＨＫ本体から分離する

ことを検討すべきである。 

 

 ③ ＮＨＫに割当てられている周波数帯域の有効活用【平成 23 年のデジタル放送へ

の移行完了後逐次措置】 

 デジタル圧縮技術の進歩等により、将来、ＮＨＫに割当てられた周波数帯に余裕

が生じる場合には、その有効活用を図る観点から、携帯電話等を含め真に周波数を

必要とする者が利用することができるような割当の方法を工夫すべきである。 
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（２）放送事業に関する規制の見直し 

地上波放送においては、地域に根ざした情報発信メディアとしての存在によって地

域性を確保するため、県域単位を基本として放送対象地域が設定されているが、国民

の生活圏の拡大、衛星放送・インターネットの普及に見られるメディアの多様化等を

踏まえ見直していく必要がある。地域免許制の下では事業活動が県域に限定されるた

め、多くのローカル局の経営基盤はデジタル化時代を生き抜くには脆弱であり、番組

面でのキー局依存から脱し期待された地域性を発揮するのは困難であるという指摘が

あることから、それらローカル局の経営基盤の強化につながる施策を講ずる必要があ

る。 

また、地域免許制の下で民放を１局しか視聴できない地域が２県、それ以外に３局

以下の地域が10県も残っていることからも、現行制度はコンテンツの円滑な流通を妨

げ、視聴者が本来享受できるはずのコンテンツへのアクセスの機会を奪っているとも

言える。少なくともIPマルチキャストを用いた光ファイバ等の通信インフラや衛星と

いったデジタル放送の新たな伝送手段については地域を限定することなく技術革新の

果実を視聴者に還元すべきである。 

さらに、コンテンツへのアクセス上の制約という点では、著作権を保護するあまり、

視聴者利便が損なわれないような放送関連機器・システムを採用することが重要であ

り、視聴者がコンテンツから最大限の価値を引き出すことができるような施策が求め

られる。 

 なお、地上波放送については、マスメディア集中排除原則の緩和の他、当会議の「第

２次答申」を受け、「３か年計画（再改定）」には以下のような競争の一層の促進を通

じたコンテンツの質の向上のための施策が盛り込まれているところであり、下記の施

策と併せ、その着実な実行を図るべきである。 

○ 地上波放送局の再免許手続の厳格化【平成18年度措置】等 

○ 放送の伝送路の多様化 

 ・電気通信役務利用放送制度の見直し【平成18年度措置】 

・再送信に係るルールの明確化等【平成17年度検討開始、平成18年度検討・結

論】 

○ 放送事業者の電波利用料の見直し【平成20年の電波利用料の料額見直し時に措

置】 

○ 地上波デジタル放送の普及促進と電波の利用方式の設定・実施過程の透明化【平

成17年度検討、平成18年度措置】 

 

  ① マスメディア集中排除原則の緩和【平成18年度措置】 

  民放の経営基盤を強化し、放送内容の充実等を促すため、異なる地域のローカル
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局間及びキー局とローカル局間の複数局支配に関する規制を一層緩和すべきである。 

 

 ② 地上波放送用の周波数帯の他事業者へのリースの容認【平成 23 年のデジタル放

送移行完了後速やかに措置】 

  民放の経営基盤を強化するとともに、コンテンツの新たな流通経路を確保しその

制作基盤を強化するため、民放に地上波放送用として割当てられている周波数帯の

帯域単位、あるいは時間単位での他事業者へのリースを容認すべきである。 

 

  ③ 地域を限定しない IP マルチキャスト等による地上波デジタル放送の再送信【平

成18年度措置】 

  特に、ローカル局の番組制作力と経営基盤の強化を図るとともに、視聴者が良質

かつ多様なコンテンツを平等に享受する機会を保障する観点から、民放自ら電気通

信役務利用放送事業者として、あるいは他事業者が民放の再送信同意を得て地上波

デジタル放送の IP マルチキャスト放送による再送信を行うに当たっては、地上波

放送について設定された放送対象地域に限定されないことを周知するとともに、そ

れを担保するための所要の措置を講じるべきである。 

  また、衛星による再送信についても同様の条件で実施することを認めるべきであ

る。 

 

 ④ 地上波・衛星デジタル放送のコンテンツの有効活用【平成 18 年度検討、平成 19

年度結論】 

  現在の地上波・衛星デジタル放送では、すべての放送番組について厳格な「コピ

ーワンス」ルールが課せられており、録画視聴や再利用を制約している。放送され

るコンテンツの内容・性格は多種多様であり、著作・制作者の権利を厳格に保護す

る必要のある番組もあれば、自由な録画・再利用・流通を認めることによってかえ

ってその社会的な価値を増す番組もある。報道番組の教育・学習目的での利用は後

者の例である。現在の「コピーワンス」ルールは権利保護の一方のみに偏しており、

視聴者がコンテンツから最大限の価値を引き出せるようにはなっていない。この点

を是正するため、著作・制作者の権利を保護しつつ、デジタル放送コンテンツの録

画視聴、再利用、流通の実現に向けたシステム・環境作りについて検討を開始する

べきである。その際、視聴者の声も反映されるよう、開かれた検討の場を設けるよ

う留意すべきである。 

 

（３）通信事業における競争の促進 

平成11年に行われたＮＴＴの再編成によって持株会社の下に東西地域会社、長距離
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電話会社、携帯電話会社が包摂される形となっているが、そのような体制の下では事

実上独占状態にある地域通信事業とその他の事業が一体的に運営されるのではないか

との懸念があるために、ＮＴＴに対する非対称規制を残さざるを得ず、規制緩和の推

進という観点からも不徹底なものとなっている。また、ＩＰ化時代を迎えてもなお、

東西地域会社がアクセス部分を含めたボトルネック設備を独占する市場構造には変わ

りはなく、このまま持株会社の下で上位レイヤーとの一体経営を強めるとすれば、ブ

ロードバンド市場の公正な競争と健全な発展を阻害する恐れもある。 

   そこで、通信事業者間の公正な競争を一層促進し、多様な通信サービスを合理的な

コストで利用できる環境を確保するために、まずアクセス部門を含むボトルネック設

備の機能分離を行うとともに、禁止行為等の非対称規制を始めとする公正競争確保の

ための施策を徹底すべきである。【平成18年度措置】 

   その上で、できるだけ早期に通信関連法制の抜本的な改正を行い、現在持株会社の

下に置かれている各事業体が持つポテンシャルが十分発揮できるようにするため、持

株会社の廃止、東西会社の業務範囲規制の撤廃等を行うべきである。なお、持株会社

を廃止した後も東西会社がアクセス部分を含むボトルネック機能を独占する状態が

続く間は他の事業者による公平・公正な利用を確実に担保できる仕組みを設けるべき

である。【平成23年までのできるだけ早期に措置】 

 

（４）通信・放送の融合に対応した制度の整備 

国民が魅力あるコンテンツを自らが望む手段で享受することができるよう、放送コ

ンテンツをインターネット配信する場合の著作権等に関する手続の円滑化及び通信イ

ンフラを利用した放送コンテンツの流通を促進するための法体系の整備など、通信と

放送の融合に対応した制度整備を進める必要がある。 

 

  ① インターネット配信の著作権法上の位置付けの明確化 

 電気通信役務利用放送に該当する IP マルチキャスティングによる地上波放送の

同時再送信について、著作権法上の「有線放送」と同様の取扱いにするため、でき

る限り早期に著作権法の改正案を国会に提出すべきである。【平成18年度措置】 

 また、IPマルチキャスト方式による地上波放送の自主放送及び放送コンテンツの

二次利用並びにオンデマンド方式による配信などインターネット配信全般の著作権

法上の取扱いについて引き続き検討し結論を得るべきである。【平成18年度検討・

結論】 

 

  ② 通信と放送の融合に対応した法体系の見直し【平成18年度検討、平成19年度結

論】 
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 技術的に通信・放送共用化が可能となっている伝送機能について、通信・放送共

通の規律を適用するなど融合時代に相応しい法体系の在り方について検討すべきで

ある。 
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２ 教育分野 

 

【問題意識】 

 

 教育の原点・基礎としての義務教育において、その理念のとおり児童生徒が真に等しく、

その能力・適性に応じた教育サービスを受ける機会を与えられるようにするためには、本

来最も尊重されなければならない児童生徒・保護者（以下「学習者」という）のニーズや

学校及び教員に対する評価を学校運営等に適切に反映する仕組みを整えるとともに、教育

現場に十分な権限と責任を与えることが重要である。 

 昨年10月6日に公表された内閣府の「学校制度に関する保護者アンケートによれば、現

在の学校教育に「不満」と回答した保護者が回答者の４割以上にも上る一方、「満足」と回

答した保護者は１割強にとどまっており、学習者を教育行政措置の対象とする「与える教

育」から学習者本位の「選ばれる教育」への転換が急務である。 

 

（１）学校選択の普及促進等 

 

【問題意識】 

 

学習者本位の教育への転換の第一歩として、学習者の意向を反映した学校・教員評

価制度の確立と並んで学校選択の普及促進が重要である。学習者が多様な選択肢の中

から質の高い教育を自由に選ぶことができる機会を拡大することを通じて、学校運営

における創意工夫の発揮を促す必要がある。そのためには、学校選択を国民に本来与

えられるべき権利の一つに位置付け、市町村教育委員会が就学すべき小中学校を指定

するに当たって事前に学習者の意見を必ず聴くことを原則とすべきである。 

当会議の「規制改革・民間開放の推進に関する第２次答申」（平成17年12月21日）

においては、そのような仕組みを実現するための提言には至らなかったものの、就学

校指定後の保護者による学校の変更の申立に関して「①いじめへの対応、②通学の利

便性などの地理的な理由、③部活動等学校独自の活動等、変更の理由として相当と認

められるものについて、具体的な場合を予め明確にして公表するよう、国としてもそ

の具体的な場合の例を示しつつ、各市町村教育委員会に求める」ことを提言した。こ

れを受け、文部科学省からは、「公立小学校・中学校における学校選択制等についての

事例集」が都道府県教育委員会を通じて全国すべての市町村教育委員会に発送される

とともに、就学校指定通知後の学校の変更の申立について就学校通知の際に変更の申

立ができる旨を記載するように学校教育法施行規則が改正され、併せて「学校教育法

施行規則の一部改正等について」（平成18年３月31日初等中等教育局長通知）が発出
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された。 

なお、当会議としては、後述のとおり、学校選択の結果である児童生徒数に応じて

予算配分を行うことが公教育の再生には不可欠であり、その前提ともなる学校選択の

一層の普及促進は極めて重要な課題であると位置付けている。そのような観点からす

れば、上記の措置及びそれらを実効あらしめるための以下の施策はなお満足のいくも

のではないが、これらを通じて少しでも多くの学習者の権利が確保されることを期待

するものである。 

 

【具体的施策】 

 

「学校教育法施行規則の一部改正等について」（平成18年３月31日初等中等教育局

長通知）に示された「いじめへの対応、通学の利便性などの地理的な理由、部活動等

学校独自の活動等」を事由とする保護者の就学校変更の申立は、いずれの市町村にお

いても認められてよい理由である旨を早急に各市町村教育委員会に文書にて周知し保

護者にも徹底されるようにすべきである。また、相当と認められる就学校の変更理由

については、各市町村教育委員会が予め明確に公表することになっているが、上記を

理由とする就学校指定後の変更が妨げられることのないよう、平成19年度の就学予定

者に対して就学通知が送付される前に確実に公表されるように措置すべきである。【平

成18年中の可能な限り早期に措置】 

また、各地方公共団体を対象に就学校指定の変更を認めた事由に関する調査（平成

16年に同調査を実施）を改めて実施し、結果を公表すべきである。【平成18年度中に

措置】 

 

（２）教育バウチャー（児童生徒数に応じた予算配分方式）の導入 

 

【問題意識】 

 

現在、教育の公的助成は学級数・教員数を基準とする機関補助となっており、学校

で実際に提供されている教育サービスの質及びそれに対する学習者の評価が反映さ

れないため、学校側には改善努力のインセンティブが働きにくい。公立学校に関して

は、上記の学校選択の普及促進によって、このような現状を改善する効果が期待でき

るが、その選択の結果を予算配分にも反映し実質的な予算配分権限を教育の提供側か

ら学習者側に転換することとすれば、学校運営にも緊張感が生まれ、学習者本位の教

育の確立にまた一歩近づくことができる。 

また、児童生徒一人当たりで見た場合、国公立学校に対して私立学校を大きく上回
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る公的助成が行われている結果、例えば、比較的所得の高い層の児童生徒は私立学校

を早い段階から選択し自ら受けたい教育を受ける機会を享受する一方、そのような環

境にない児童生徒は自ら通いたいと思う公立学校を選択する機会さえ保障されてい

ないのが現状である。そこで、教育の質の向上に向けた各学校の改善努力を一層促す

とともに、学習者に対して公平かつ多様な教育機会を提供するため、①自ら望む教育

を受けたいという学習者の権利として学校を選択できる機会を確保し、②各学校を選

択した児童生徒数に応じて予算を配分する必要がある。 

なお、上述の内閣府「学校制度に関する保護者アンケート」においては、上記のよ

うな児童生徒数を基準とする予算配分方式について、回答者の5割近くが賛成し、反

対は1割強にとどまった。また、「骨太方針2005」（平成17年6月21日閣議決定）に

おいては、「我が国の社会の実態や関連の教育制度等を踏まえ、海外事例の実態等を

検証しつつ、教育における利用券制度について、その有効性及び問題点の分析など、

様々な観点から検討し、重点強化期間内に結論を得る」とされており、さらに、「規

制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」（平成18年3月31日閣議決定）におい

ても、「教育バウチャー制度について、我が国の社会の実態や関連の教育制度等を踏

まえ、海外事例の実態把握、その意義・問題点の分析等様々な観点から、今後更に積

極的な研究・検討を行う」とされているところである。 

 

【具体的施策】 

 

教育バウチャー制度について海外の肯定的な事例や評価も踏まえて望ましい制度設

計や環境整備の在り方について検討を進めるとともに、児童生徒・保護者の選択に基

づく予算配分方式の導入に向けた工程を早期に決定すべきである。【平成18年度中に

検討・結論】 

 

（３）教育委員会制度の見直し等 

 

【問題意識】 

 

現在の教育行政組織は、教育を受ける立場の学習者の期待や意見に対して明確な権

限と責任に基づいて即応できる体制にない。すなわち、学校長、市町村の首長及び教

育委員会並びに都道府県の首長及び教育委員会が並列的あるいは重畳的に存在し、学

習者から見て権限と責任の所在が曖昧になっている。また、教育現場における重要事

項や基本方針を決定し執行すべき教育委員会は、必ずしも児童生徒・保護者の利益を

代弁しておらず、むしろ各地方公共団体に画一的に設置されているため国の指導助言
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等に基づく上意下達のシステムとして機能しがちであり、教育現場における創意工夫

の発揮を阻害し、供給者側の視点に立った画一的な学校運営を助長している。さらに、

公立学校の設置者である地方公共団体の長であり、かつ本来地方行政について住民に

責任を負うべき首長には教育行政の執行権限がなく、より良い教育を地域住民に提供

していく責任を全うできない状況にある。 

以上のような現状を改革し、教育の提供者の論理ではなく、学習者主権の教育ガバ

ナンスを確立するためには、学校を置くすべての地方公共団体で教育委員会を置かな

ければならないとする現行制度を改め、国民が一定水準の教育を等しく受ける上で国

が権限と責任を持つべき必要最小限の事項以外は、地方公共団体の代表たる首長が教

育ガバナンスの在り方を責任を持って決定できるようにする必要がある。現に地方公

共団体からの要望は根強く、平成14年12月に全国市長会が実施した「地方自治の将

来像に関するアンケート」調査においては、回答者の60％超にあたる380市の首長が

教育委員会制度の廃止又は委員会設置の選択制を主張しており、その後も同会からは

教育委員会の必置規制の撤廃（設置の選択制）を求める提言が出されている。また、

構造改革特区においても同様の提案が提案募集受付けの始まった平成 14 年から６回

にわたって７件出されている。さらに、昨年 12 月には内閣総理大臣の諮問機関であ

る地方制度調査会が「地方の自主性・自律性の拡大及び地方議会のあり方に関する答

申」において、地方公共団体の判断により教育委員会を設置するかどうか選択できる

こととすることが適当である旨提言している。 

他方、教育委員会の必置規制を維持すべきとの立場からは、教育の政治的中立性確

保等のためには、首長から独立した権限を持つ合議制の教育委員会をすべての地方公

共団体に置く必要がある等の指摘がなされているが、教育委員会を設置したからとい

って、それらが完全に保障される訳ではない。教育委員会を置かない選択を認めたと

しても、予算の承認等を通じた議会によるチェック、選挙による住民の評価を受ける

ことには変わりなく、むしろ責任と権限の所在が明確になるなどの効果が期待できる。 

そもそも教育委員会制度は、米国に倣って戦後日本に導入された制度であるが、そ

の米国においても最近では特に都市部において、教育委員会を廃止して首長部局に教

育行政の決定権を移管する、あるいは首長の指揮・監督下に学区教育委員会を置くな

どの動きが見られる。日本の教育委員会制度の如く、首長から独立した執行機関によ

って例外なく全国一律のシステムで教育行政を行っている国は極めて稀であると言っ

て過言ではない 

 

【具体的施策】 

 

① 教育委員会の必置規制の撤廃 
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首長から独立した執行機関である教育委員会の必置規制を撤廃し、教育委員会を

置かないという選択を含め各地方公共団体における教育ガバナンスの在り方の決定

を首長の責任に委ねるべきである。その具体の決定に当たっては、児童生徒・保護

者の利益を最大化する観点から、以下の点を担保することとすべきである。 

ア 教育現場に権限と責任を一体的に付与し、児童生徒・保護者に対する説明責

任を全うできる体制とすること 

イ 各学校の自主性・自律性を尊重し、創意工夫が発揮できる体制とすること 

【平成18年度中に措置】 

 

② 市町村立小中学校等の教職員の人事権の移譲等 

市町村立小中学校等の教職員の身分は設置者たる市町村の職員である一方で、そ

の人事権が都道府県の教育委員会にあるという現状は、責任と権限の不一致の最た

るものであり、教育現場の自主性・自律性発揮を損ない、また、児童生徒・保護者

を含む教育現場の評価に基づく教職員の適切な処遇という点からも問題があるこ

とから、教職員の採用、人事異動を含む人事権を学校設置者たる市町村に速やかに

移譲すべきである。【平成18年度中に措置】 
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３ 保育 

 

【問題意識】 

 

 我が国では、昭和 40 年代後半の第 2 次ベビーブーム以降、合計特殊出生率が徐々に

低下、平成元年にそれまで過去最低の1.57を記録した後、持続的に低下し、平成17年

には1.25にまで低下するなど、多くの欧米諸国を上回る水準で少子化が進行している。

このような中、政府においても子育て支援の必要性を認識し、平成 6 年 12 月には関係

大臣間でいわゆる「エンゼルプラン」が合意され、以来、累次の対策が講じられてきて

いる。しかしながら、それらは「少子化の流れを変えるには不十分」（平成17年版少子

化社会白書）であり、平成 17 年度からは、従来の保育関係事業中心の施策に加え、働

き方の見直し等も含めた幅の広い総合的な計画「少子化社会対策大綱の具体的実施計画

（子ども・子育て応援プラン）」が実施に移されている。さらに、本年 6 月○日には、

少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣）において「新たな少子化対策」が決定され

た。（Ｐ） 

  仮に少子化が価値観の変化やライフスタイルの多様化を背景とした国民の自発的な選

択の結果であれば、その流れを止めたり、変えたりするための公的介入の必要性はない。

しかし、経済社会の変化に制度・慣行が追いついていないための止むを得ざる選択の結

果であるとすれば、それらの構造的改革なくして、安心して子どもを生める社会の実現

は困難である。 

  少子化の要因として考えられる第１の問題は、女性の社会進出など働き方の多様化に

対応した保育サービスのニーズに見合った供給が確保されていないことがある。上記

「子ども・子育て応援プラン」においては、「子育て家庭がどこでも必要なときに利用

できる保育サービス等を充実すること」が必要として、保育所の受入れ児童数の拡大、

延長・休日・夜間保育の推進を掲げている。認可保育所については、都市部、低年齢児

を中心に多くの待機児童（平成 17 年 4 月 1 日現在 2万 3,000 人（地方単独事業の認可

外保育所の入所児童を除いた数）となっているが、保育所の供給の増加が新たな需要を

生むという現状を考慮すれば、潜在的な待機児童はこれを大きく上回ると考えられる。

このため従来の「保育に欠ける子」を受け入れるという社会福祉としての保育を、子育

て支援サービスへと転換することが必要である。 

財政上の制約を考えれば、保育需要の増加に合わせて、保育サービスの質に比べて高

コストの公立保育所を増設するのは現実的ではなく、サービス供給を速やかに拡大させ

るためには、私立、特に民間企業の参入を促すことが急務であり、利用者のニーズにも

適う。現に厚生労働省の「平成16年社会福祉施設等調査」（平成16年10月時点）によ

れば、延長保育の実施割合は公営が全体の 39.5％であったのに対し、民営は 80.4％と
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なっており、民営保育所のほうが、延長保育に対する利用者ニーズにもはるかに応えて

いる。 

  第２の問題は、核家族化や近隣住民間の人間関係の希薄化などを背景に専業主婦等が

孤独な子育てを強いられている現状があるにもかかわらず、利用できる保育サービスが

限られていることがある。上記応援プランにおいては、「働いている、いないにかかわ

らず、親と子の育ちを地域で支え、家庭の中だけでの孤独な子育てをなくしていく｣と

して、一時・特定保育の推進、幼保総合施設の制度化が掲げられている。また、第 164

回国会に「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律案」

が提出され、６月９日に可決・成立したところである。この幼保総合施設「認定こども

園」においては、認可保育所のように市町村を介することなく、利用者と事業者が直接

利用契約を締結する直接契約方式が導入されるとともに、「保育に欠ける子」以外の子

どもも入所できる仕組みとなっている。今後、同制度が十分活用され、誰でも利用でき

る施設ができる限り増えるようにする必要がある。 

また、既存の保育サービスについては、児童福祉という観点から、「保育に欠ける子」

に対し国及び自治体の責任で保育を確保するため、公立保育所を設置し行政サービスを

提供するか、施設の設備、人員配置に関する最低基準を定め、それを満たすために必要

な経費を運営費として民間（社会福祉法人が中心。平成 12 年に設置主体制限が撤廃さ

れ、株式会社等の参入が容認されるも、株式会社立等は16年10月現在２％足らずに止

まる）に交付し事業を委託してきた。しかしながら、このような仕組みの下では、ニー

ズに対して十分な保育サービスの供給ができないのが現状であり、厳しい財政事情の下、

在宅主婦の子育て支援にも対応できるよう、サービスを拡充していくのは不可能である。 

保育に欠ける子に対象を限定して公費でサービスを提供するという公的扶助色の濃

い社会福祉制度の不足を補っているのが認可外の施設サービスや在宅サービスである

が、認可外ということで自治体による独自補助がある場合以外、公的補助は限られてお

り、また、一部にはサービスの質が問われるようなケースもある。このような状況の中、

行政の役割は、自らあるいは委託の形で保育サービスを提供するのではなく、就学前の

子どもを持つ家庭に対し、広く一定水準以上の保育サービスへのアクセスを保障するこ

とにあり、公的扶助色の薄い普遍的な仕組みへと、抜本的に転換することが求められて

いる。 

 以上の課題を解決するために与えられた時間は長くない。保育に欠けるにもかかわ

らず、待機を余儀なくされている子どもが少なくとも２万人以上いること、また、それ

をはるかに上回る潜在的な保育サービスへの需要が存在していること、さらには子育て

の悩みや負担から開放されるために保育サービスを必要とする親が現に存在すること

を考えれば、現行制度の枠内で今直ぐ変えられるものは変えなければならない。同時に、

現行制度に固守していては、上記のような問題に完全に対応することは不可能である。
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第 2 次ベビーブーム世代がまだ 30 代にあるここ 5 年間程度が少子化対策にとって特に

重要であると言われており、経済社会の構造変化を前にして制度の大胆な転換にも躊躇

することなく取り組む必要がある。なお、働き方の見直しは保育制度の在り方にも密接

に関係するものであり、一体的に議論する必要があることは言うまでもない。 

 

【具体的施策】 

 

（１）保育施設サービスの拡充に向けた民間企業の参入促進等 

  民間企業等による保育施設サービスへの新規参入並びに既存事業者による施設の拡

大、サービスの拡充を促すため、以下の措置を直ちに講じる必要がある。 

 

① 保育所の認可基準の見直し 

  保育所の認可基準は最低基準とされているが、何が「最低」であるかは経済社会

の環境変化に伴い不断に見直す必要があり、また、過去のある時点の状況に基づい

た微細で硬直的な仕様を改め、児童の健康維持と健やかな発達等の観点から充足す

べき基本的な水準を規定し、それを達成するための方法は各施設の創意工夫に委ね

る方向で見直すべきである。 

例えば、０、１歳児については、ほふく室について一人当たり 3.3 ㎡の面積が

必要とされているが、その根拠は必ずしも明確でなく、半世紀にわたり見直しが

なされていない。特に待機児童が多く地価の高い都市部等においては、例えば、

保育士の配置を手厚くする代わりに、その面積を東京都の認証保育所の 2.5 ㎡程

度とすることを認めるなど事業者の創意工夫が可能となるよう、現行の画一的な

仕様基準を見直すべきである。【平成18年中に措置】 

  また、専用の調理室を置かなければならないとする規制については、アレルギ

ー児童への対応等、栄養面、衛生面等に関し一定の条件を満たすこととすれば、

給食の外部搬入によってその目的を達成することは十分可能と考えられる。給食

の外部搬入については、現在、構造改革特区において公立保育所の運営の合理化

を進める等の観点から特に必要と認められる場合にのみ容認されているところで

あるが、平成18年度上半期に予定されている全国展開に関する評価の結果を踏ま

え、私立を含めたすべての保育所について全国的に認めるべきである。【平成 18

年中に措置】 

 

② 認可保育所における独自サービスの実施 

  認可保育所において、運営費に基づく標準的なサービスに加えて利用者ニーズに

応じた独自の付加的サービス（例えば専門講師による絵画教室、音楽教室、体育教
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室等）を利用者から追加料金を直接徴収して実施することは、現状においても可能

であることを周知徹底すべきである。【平成18年中に措置】 

 

③ 認可保育所の会計基準の見直し 

  平成12年に認可保育所の設置主体の制限が撤廃されたにもかかわらず、株式会社

等は社会福祉法人会計基準に定める財務諸表（「資金収支計算書」及び「資金収支

内訳表」）の作成を義務付けられており、参入規制の撤廃の趣旨と整合的でないば

かりか、業務上の大きな負担にもなっていることから、直ちに作成義務を撤廃すべ

きである。【平成18年早期に措置】 

 

④ 認可保育所の運営費の使途の拡大 

  保育所の設備及び運営の最低基準を維持するための費用として市町村から支弁

される運営費については、保育ニーズの多様化等に伴い、適切な施設運営が確保

されていることを前提にその使途範囲について弾力的な運用が認められてきてい

るが、以下のとおり一層の緩和措置を講じるべきである。【平成18年中に措置】 

 

ア 配当を行っている保育所については、民間施設給与等改善費（民改費）の加算

対象から除外されているが、配当は株式会社として当然の行為であり、また、同

じ資本コストである金融機関からの借入金に対して金利を支払っている保育所

については加算対象から除外されていないことから、事実上、経営主体の違いに

よって差別的な取扱いがなされているのが実態であり、認可保育所について設置

主体制限を撤廃し株式会社の参入を容認した以上、このような制約は撤廃すべき

である。 

イ 運営費の使途拡大の一環として、現在、一定の条件の下で運営費の3カ月分に

相当する額の範囲内まで保育所の土地・建物の賃借料等に充てることが可能とな

っているが、この３カ月の期間の延長や使途対象範囲の拡大など一層緩和すべき

である。 

 

（２）「認定こども園」の活用促進 

 

① 先般、法律の成立を受けて都道府県が条例で定める認定こども園の認定基準に関

する国の指針が策定されたところであるが、より多くの施設が認定を受けられるよ

う、例えば給食の外部搬入や近隣の公園を運動場として容認する場合の「一定の条

件」等について、利用者、事業者の双方が活用しやすい制度となるよう必要に応じ

て国の指針を見直すべきである。【平成19年度以降適宜実施】 
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② 「認定こども園」制度について、各都道府県と密接に連携し、認定状況や施設の

運営状況、利用状況、行政窓口の一元化の状況等を適切に把握・評価することによ

って制度の改善につなげていくべきである。【平成19年度以降適宜実施】 

 

③ 「認定こども園」においては、教育・保育等を総合的に提供することとされると

ともに、その利用料は、基本的に事業者が決定することとなっている。こうした中

で、民間事業者が創意工夫を発揮し、競争による質の向上を図っていくためには、

「認定こども園」が提供すべきとされているサービスに加えて、別料金により利用

者の多様なニーズに対応した付加的なサービスを行うことは可能である旨周知徹

底すべきである。【平成18年中に措置】 

 

（３）認可保育所における利用者との直接契約の導入等 

  認可保育所においては、入所資格が「保育に欠ける子」に限られており、しかも利

用者と施設が直接利用契約を結ぶのではなく、市町村から利用者が割当てられるため、

施設側のサービス向上へのインセンティブが希薄である。そこで、認可保育所への入

所を「保育に欠ける子」に限定せず、就学前の子供であれば入所可能とするとともに、

利用者が保育所を選択できるよう、施設と利用者との間の直接契約を容認すべきであ

る。 

  また、保育料については、国によって応能負担を基本とする徴収基準額表が示され

ているが、多くの市町村では国の基準以上に階層区分が細かく設定されており、利用

者の負担が更に抑えられているのが実態であり、そのことが認可保育所依存を強める

原因となっている。そこで、低所得者層等への配慮を前提として、サービス内容に見

合った対価を利用者が負担する応益負担方式に転換することも含めて保育料について

も利用者との契約に基づいて原則自由に設定できるようにすべきである。そうするこ

とによって、利用者の多様なニーズに従来以上にきめ細かく対応できるようになるも

のと考えられる。 

  上記の施策については、「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」において、

「低所得者層や母子世帯等の保育の確保など一定のルールが必要であることから、平

成 18 年度の本格実施に向けて準備を進めている総合施設における実施状況等を踏ま

え、保育所にも導入することを検討する」とされている。そこで、導入にあたっての

要件について速やかに検討を進めつつ、総合施設「認定こども園」における直接契約、

保育料の自由化等の実施状況等をその本格実施から1年後に把握・検証し、速やかに

結論を得て実施すべきである。【平成 18 年度以降検討、平成 19 年度認定こども園に

おける実施状況を踏まえ結論、平成20年度措置】 
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（４）利用者に対する直接補助方式への転換 

  認可保育所とそれ以外のサービスとの間で公的補助に大きな格差があるため、認可

保育所を利用し、間接的に多額の補助を受けている世帯と、認可外サービスを利用し、

公的補助をほとんど、あるいは全く受けていない世帯との間で負担に大きな開きがあ

る。その結果、認可保育所に利用者が集中するとともに、認可外事業者はサービスの

水準を一定以上に維持するために、相対的に高額の利用料を徴収せざるを得ず、それ

がますます利用者を遠ざけてしまう結果となっている。 

  そこで、利用者の負担を公平化するため、運営費等の公的補助を現行の施設への補

助から就学前の子どもを持つすべての家庭に対する直接補助方式に転換すべきであ

る。その際、社会福祉制度としての保育の性格を変え、子育てを広く社会全体で支援

するという共助の考え方に立って、既存の育児支援関連予算等を統合化したものと保

険料とを財源とする社会保険制度への転換（「育児保険（仮称）」の創設）も併せて検

討すべきである。なお、社会福祉法人に限定されている施設整備費補助についても、

経営主体の違いにかかわらず対等な競争を促進する観点から見直しを進めるべきで

ある。 

  また、直接補助方式の導入に際しては、児童の年齢を基本に各家庭の「要保育度」

を設定し、その度合いごとに公的補助の対象となる1か月間の保育サービスの利用額

の上限を設定すべきである。【速やかに検討開始、平成 19 年度結論、平成 20 年度措

置】 

 

（５）保育サービスに関する情報公開の促進 

  直接契約方式を導入するに当たっては、各認可保育所が契約当事者になることから、

少なくとも現在市町村に義務付けられている施設及び設備の状況、入所定員、職員の

状況、開所時間、保育の方針等運営の状況、保育料に関する事項については、各認可

保育所に対して公開を義務付けるべきである。【平成20年度措置】 

  また、直接補助方式への転換に当たっては、在宅で保育を行うサービスについても、

同様の情報公開を義務付けるべきである。【平成20年度措置】 
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４ 外国人分野 

 

【問題意識】 

 

平成 17 年に我が国の総人口が減少に転じたことが国勢調査、人口動態統計を通じて明

らかとなった状況にあって、合計特殊出生率が前年より0.04ポイント下落して1.25と過

去最低となる一方、外国人登録者の総数は前年比＋1.9％・約３万７千人増加して201万人

を超えた。女性や高齢者の活用を主因として、平成９年以来８年振りに労働力人口が増加

したとはいえ、国内民間需要に支えられた景気回復が当面続くと見込まれる中、我が国に

おける外国人の受入れの在り方に係る議論は産業界等のみならず、政府部内でも、当会議

に加え、法務副大臣「今後の外国人の受入れ等に関するプロジェクト」や厚生労働副大臣

主宰「外国人労働者問題に関するプロジェクトチーム」といった形で行われてきた。しか

しながら、外国人の受入れに係る現在の政府方針である「第９次雇用対策基本計画」（平成

11年労働省告示第084号）に代わる政府の公式見解が示されるには至っていない。 

 

また、政府部内には生活者としての外国人に着目した動きも見られ、内閣官房「外国人

労働者問題関係省庁連絡会議」においては中間整理が行われ、総務省からも「多文化共生

の推進に関する研究会」の報告書（平成18年３月）を受けた通知「地域における多文化共

生推進プランについて」（平成18年３月27日総行国第79号）が都道府県・政令指定都市

宛て発出されるなどの取組みが進んでいる。しかしながら、いわゆる日系人を中心とする

外国人が多数居住する地方公共団体の中には、住民税（平成17年３月末現在の現年課税分）

の滞納者に占める外国人の割合が３割から５割を超えるところが見られるなど、現場では

未だ何も変わっていないに等しいとの指摘もある。地方自治法（昭和22年４月17日法律

第67号）第10条による「住民は、法律の定めるところにより、その属する普通地方公共

団体の役務の提供をひとしく受ける権利を有し、その負担を分任する義務を負う」との規

定を外国人住民にとっても更に実効性あるものとするため、政府と地方公共団体が一体と

なって外国人の権利の保障と義務の履行を進めることができるよう、新たな具体的施策が

求められるところである。 

 

一方で、高度人材と呼ばれる優秀な人材を巡る国際的な競争の激化が指摘される中、世

界経済フォーラムによる「The Global Competitiveness Report 2005-2006」において、我

が国は外国人労働者の雇用しやすさとの項目で調査対象110か国中79位との評価にとどま

る状況にある。実際、出入国管理及び難民認定法（昭和26年10月４日政令第319号）に

より我が国での就労が可能と規定される16の在留資格のうち、「芸術」、「報道」、「法律・

会計業務」、「医療」、「研究」における外国人登録者数は微増もしくは減少といった傾向が
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続く他、平成16年に外国人登録者ベースで13万人に迫るまでに至った留学生が、卒業・

修了後の就職を目的とする在留資格変更を許可された件数は過去最高を記録したものの

5,264件に止まっている。 

 

当会議としては、この度の第３次答申を公表するに当たり、経済財政諮問会議による「グ

ローバル戦略」（平成18年５月18日公表）も念頭に置き、「規制改革・民間開放推進３か

年計画（再改定）」（平成18年３月31日閣議決定）において今年度中に結論を得ることと

されている在留外国人の入国後のチェック体制の強化に係る検討を、内閣官房「外国人の

在留管理に関するワーキングチーム」とも連携しつつ進めることで、まずは高度人材の在

留期間の上限を３年から５年に引き上げる措置を確実なものとし、当面受入れを促進すべ

き高度人材に係る範囲・要件・手続の緩和等について示しながら、今後受入れ範囲を拡大

すべき分野を提示することとする。 

 

【具体的施策】 

 

（１）在留外国人の入国後のチェック体制の強化【平成18年度結論】 

 

「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」において本件につき閣議決定され

た事項と合わせて、以下の事項についても検討し、結論を得るべきである。 

 

① 在留資格の変更、及び在留期間の更新に係る要件の追加等 

現行法令下における在留管理制度の１つである出入国管理及び難民認定法に基づ

く在留資格の変更の許可、もしくは在留期間の更新の許可を外国人が得るためには、

変更、あるいは更新を適当と認めるに足る相当の理由があるときに限るとされる。

相当の理由があるか否かの判断は専ら法務大臣の自由な裁量に委ねられ、申請者の

在留の状況、在留の必要性、相当性等を総合的に勘案して、認めるに足りるか否か

を判断するとされる。 

 

一方、外国人の在留期間の長期化、定着化傾向が進む中で生じている事象を鑑み

るに、受け入れた外国人及びその家族の人権や文化的・社会的背景に配慮しつつ、

我が国の経済・社会で生活する上での権利を認めるとともに義務を果たさせること

について、個別・具体的に対応することがますます重要になってきていると考えら

れる。 

 

従って、当初の上陸許可から一定の期間が経過した後に申請される在留資格の変
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更、及び在留期間の更新の許可においては、出入国管理及び難民認定法第22条、及

び「永住許可に関するガイドライン」（平成18年３月31日法務省入国管理局公表）

に基づいて外国人が永住許可を得る場合などに求める「素行が善良であること」及

び「独立の生計を営むに足りる資産又は技能を有すること」、かつ「その者の永住が

日本国の利益に合する」との要件を同様に求めることを検討し、結論を得るべきで

ある。 

 

なお、要件追加の検討に当たっては、出入国管理行政の透明性の向上に加え、各

市区町村が提供する福祉・教育等の行政サービスの向上や市区町村窓口事務の円滑

化の観点から、（ⅰ）国税の納付状況、（ⅱ）地方税の納付状況、（ⅲ）社会保険の加

入状況、（ⅳ）（家族が同時に滞在している場合には）子弟の就学状況、（ⅴ）（在留

資格の特性に応じ）日本語能力等を出入国管理関係法令等において明示的に表記す

るべきである。 

 

但し、（ⅳ）子弟の就学状況に関しては、我が国に居住する外国人児童・生徒の保

護者には日本国憲法第26条の規定が適用されないとされる中、経済的、社会的及び

文化的権利に関する国際規約（Ａ規約）（昭和54年８月４日条約第６号）第13条が

外国人児童・生徒の我が国における教育の機会を保障していながら、その不就学の

問題が指摘される状況にあって、不就学外国人児童生徒支援事業の他、外国政府の

認定をうけている外国人学校や国際バカロレアなど海外の上級学校への進学が認め

られている資格試験を実施する外国人学校への就学であっても要件を充足したと認

めるかどうかなど、外国人受入れに伴う社会的コストも踏まえつつ、幅広く検討を

行うべきである。（ⅴ）の日本語能力に関しても、我が国においては各地の国際交流

協会等が中心となって日本語教育機会を提供する現状にあって、地域日本語教育支

援事業、ＪＳＬカリキュラム（日本語を第２言語として学習するカリキュラム）の

開発に加え、我が国の受入れ機関の関与の在り方、送出し国における態勢の構築支

援など、同様に幅広く検討すべきである。 

 

また、例示した諸情報は、国の機関同士、及び国の機関と地方公共団体との間で

の共用が可能なデータベースを構築した上での融通等、我が国における外国人の権

利の保護及び義務の履行に係る情報を効果的かつ効率的に収集する方法の在り方に

絡めて結論を得るべきである。 

 

② 永住許可を得た外国人に対する在留管理の在り方等 

在留資格「永住者」は他の資格と異なり、一度許可を受ければ退去強制事由に該
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当しない限り我が国に引き続いて在留することが可能である。以降は在留期間の更

新手続が原則として不要になるという意味では、出入国管理及び難民認定法が外国

人に認める最も安定的な法的地位であるが、その安定的な効果は同法第22条第２項

が規定する「素行が善良であること」及び「独立の生計を営むに足りる資産又は技

能を有すること」、かつ「その者の永住が日本国の利益に合する」との要件に支えら

れていると考えられる。 

 

しかしながら、永住許可を得た後も、あらかじめ再入国許可を得た上での出国で

あれば３年間は当該許可が取り消されないとの点において、在留期間に制限のある

他の資格と変わりがない。 

 

従って、上述①の在留資格の変更及び在留期間の更新の在り方に係る検討を行う

ことに合わせて、永住許可を得た者についても、その在留の状況について定期的に

把握することの是非、及び国籍法（昭和25年５月４日法律第147号）により帰化の

許可を得て我が国の国籍を得た者との権利・義務関係の均衡について検討し、結論

を得ることが望ましい。 

 

（２）専門的・技術的分野の外国人労働者の範囲・要件の見直し 

 

① 外国人社会福祉士・介護福祉士の就労制限の緩和等【平成18年度検討、結論】 

現在、外国人が社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年５月26日法律第30号）

に基づいて我が国の社会福祉士・介護福祉士の国家資格を取得しても、出入国管理

及び難民認定法には該当する在留資格が規定されていないために原則として就労す

ることができず、例えば我が国の大学の福祉系学部を卒業した外国人が在留資格「人

文知識・国際業務」を得て就労が認められた場合でも、資格者としての活動は許可

されておらず、日本人の有資格者と同等の処遇を得られない。 

 

外国人社会福祉士・介護福祉士を、外国人労働者の受入れに係る現在の政府方針

である「第９次雇用対策基本計画」に照らせば、社会福祉士及び介護福祉士法第２

条の規定より専門的・技術的分野の労働者に該当し、既に我が国の社会福祉士・介

護福祉士資格を取得した外国人の数、及び在留資格「留学」若しくは「就学」等を

得て大学や短期大学の福祉系学部に学ぶ外国人や、厚生労働大臣が指定した介護福

祉士養成施設等に学ぶ外国人の数はその定員数から判断して我が国労働市場に雇用

情勢の悪化を招くほどとは考えられないことに加え、留学生の就職支援等もかなっ

ていないと考えられる。 
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したがって、我が国の社会福祉士・介護福祉士資格を取得した外国人に対して内

外人平等を保障し、我が国での就労が可能な在留資格を付与することについて早急

に検討し、結論を得るべきである。 

 

なお、外国人介護福祉士の受入れを検討するに当たっては、フィリピンとのＥＰ

Ａ（Economic Partnership Agreement：経済連携協定）交渉において、既に大筋合

意した介護福祉士受入れの枠組みとの関係に配慮する必要があるが、その合意内容

は、日本語能力や資格取得要件となる実務経験を得る方法について一定の便宜を図

る一方で、受入れ人数を制限し、与えられる在留資格も「特定活動」と個別性の高

い対応となっている。当該二国間協定による国家資格取得の在り方とは別に、自ら

努めて適法に我が国の国家資格を取得した外国人介護福祉士には我が国の有資格者

と同様の役割を担わせる内容で、当該分野に係る新たな在留資格を設けるべきであ

るものの、介護分野の雇用情勢の悪化等、我が国の労働市場の状況を反映して的確

かつ機動的に入国者数を調節できるような受入れの在り方についても同時に検討す

る必要がある。 

 

② 在留資格「企業内転勤」における要件等の見直し【平成18年度検討、結論】 

ア 受入れ範囲の拡大 

出入国管理及び難民認定法が外国人に我が国での就労を認める在留資格の１

つである「企業内転勤」は、本邦に本店、支店その他の事業所のある公私の機関

が外国に有する事業所の職員が、本邦にある事業所に期間を定めて転勤し、当該

事業所において、在留資格「技術」または「人文知識・国際業務」の項に掲げら

れた活動を行うものとされる。 

 

一方で、いわゆる多国籍企業の我が国における活動は、本店所在地が我が国で

あると外国であるとを問わず多様なものとなっており、「技術」及び「人文知識・

国際業務」に掲げられた内容に止まらない現状にあると考えられることに加え、

在留資格「企業内転勤」を得て入国する外国人の数は平成 16 年で 3,550 人と、

アメリカやイギリスなど対内直接投資残高の多い国との比較において少ないこ

とから、当該資格に係る規制、及びその運用の改善は対内直接投資を促進する側

面を有するとも考えられる。 

 

したがって、「対日直接投資促進策の推進について」（平成15年３月27日対日

投資会議決定）において示された、雇用・生活環境の整備の一環として入国、在
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留制度を改善して対日直接投資残高の増加に寄与させるとの観点も踏まえつつ、

「企業内転勤」資格で入国・在留する者が在留資格「技術」及び「人文知識・国

際業務」に加え、「研究」の項に掲げられた活動も行うことができるよう検討し、

早急に結論を得るべきである。 

 

イ 優良な企業向けの申請要件・手続の緩和、活動範囲の拡大等 

アと同様の観点から、「企業内転勤」資格について、優良な企業等からの在留資

格認定証明書交付申請に係る審査の迅速化・簡素化について（平成16年３月４日

法務省管在第1322号通達）によって既に措置されている便宜に加え、該当する査

証の発給、ひいては在留許可を得るための申請要件や申請手続、活動範囲につい

ても合わせて緩和を図るべきである。 

 

例えば、（ⅰ）我が国に事業所があり、少なくとも１年以上事業を継続している、

（ⅱ）国内外に３か所以上の支店、子会社、関連会社を有している、（ⅲ）過去１

年以内に「企業内転勤」資格を得た外国人が10名以上我が国に在留している、（ⅳ）

我が国での売上（子会社、関連会社などを合わせた金額）が3,000万円以上ある、

または我が国で1,000人以上を雇用している といった要件を充たす多国籍企業

で、過去数年間にわたり不許可となった事例がなく、また、受け入れた外国人に

ついて発生した事故がなく、個別に制度濫用の恐れがないと判断される優良な企

業には例えば３年の有効期限付許可を与え、その許可が取り消されない限りにお

いて、以下の措置を講じてその国際的な事業の円滑化を図ることを検討し、結論

を得るべきである。 

 

（ア）申請要件の緩和 

出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２

年５月24日法務省令第16号）が、在留資格「企業内転勤」の申請人に求める

要件である「申請に係る転勤の直前に外国にある本店、支店その他の事業所に

おいて１年以上継続して法別表第１の２の表の技術の項又は人文知識・国際業

務の項の下欄に掲げる業務に従事していること」に関し、受入れ企業の幹部と

して入国する者、もしくは業務の内容を熟知している者であれば、年数要件を

下回る場合でも許可できるとする。 

 

（イ）申請手続の緩和 

許可後の申請に際し、出入国管理及び難民認定法施行規則（昭和56年 10 月

28 日法務省令第 54 号）別表第３が規定する「外国の事業所と本邦の事業所の
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関係を示す文書」、「本邦の事業所の登記事項証明書、損益計算書の写し及び事

業内容を明らかにする資料」、「外国の事業所における職務内容及び勤務期間を

証する文書」、「外国の事業所の登記事項証明書及びその概要を明らかにする資

料」の提出を、許可を通知する文書の添付をもって代替することを容認して外

国人本人に係る審査のみ行い、許可若しくは不許可に至るまでに要する手間と

時間を軽減する。 

 

（ウ）活動範囲の拡大 

我が国に所在する企業数が複数に及び、いわゆる企業グループを形成してい

る場合、許可を得た範囲でグループ内における外国人の移動は自由とする。 

 

【今後の課題】 

 

当会議としては以下の通り考えており、これを引き続き検討していくこととする。 

 

（１）専門的・技術的分野における外国人労働者に係る要件・範囲の見直し 

経済財政諮問会議の下に設置された専門調査会が「日本 21 世紀ビジョン」として

2030年（平成42年）の社会を描き、「お互いの文化や価値観を尊重しつつ、職場や地

域において、共通のルールやシステムの下で日本人と外国人が共生する」社会を展望

し、「広義の資格・技能を持ち、職場や生活にあって不自由のない日本語の能力のある

外国人には、広く日本での就労を認める」ことを平成17年４月に提案している。国土

形成計画法（昭和25年５月26日法律第205号）に基づき国土交通省が平成19年まで

に策定を予定している新しい国土計画においても、同じく2030年（平成42年）の総

人口に占める外国人割合が現在より高くなることを想定した国づくりを進めていくこ

ととしている。 

 

以上の観点、また、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005」（平成 17 年

６月21日閣議決定）、「第３次出入国管理基本計画」（平成17年法務省告示第222号）

「第９次雇用対策基本計画」が指摘する、産業及び国民生活に与える影響等を勘案し

た総合的な観点より、以下の施策につき検討すべきである。 

 

① 現在は専門的・技術的分野とは評価されていない分野における外国人労働者の受

入れ 

我が国の経済・社会の更なる活性化を図る観点から、現行の出入国管理及び難民

認定法上の在留資格や「出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定
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める省令」（平成２年５月24日法務省令第16号）に該当しない外国人労働者の受入

れについて検討すべきである。例えば、（ⅰ）我が国の高等学校卒業相当以上の学歴、

（ⅱ）日本語検定２級以上合格、（ⅲ）該当の分野における一定の実務経験、（ⅳ）

技能実習の修了（技能検定３級以上合格）といった要件を入国前に充足し、我が国

の状況を知悉しており、入国後比較的早期に産業界等での活躍が展望され、社会的

な統合も期待できる外国人に、適法な労働者としての在留資格を付与することを検

討する。 

 

なお、技能実習修了との要件についての検討に当たっては、我が国の大学・大学

院で学位を取得した留学生が、在留資格の変更により我が国で就労して実務経験を

積むことを認めてきたことが寄与し、アジア域内における「人材開発と還流」を進

める上で重要な役割を担ってきたことと同様の視点に立って検討すべきであるが、

現行制度下で技能実習を修了した外国人が、我が国で得た能力を帰国後に十分発揮

できているかといった点についての実証的な検証などが同時に必要であると考えら

れる。 

 

また、数量割当・国別規制・職種別規制などの予防的な事前規制、予想を超える

人数が移入してきた場合の緊急避難的な事後規制を定期的・臨時的な閣議決定を通

じて行うなど、国内の労働需給や地域の雇用失業情勢などが適切に反映される仕組

みについても検討を進め、日本人の雇用機会を確保しながら、これと補完的に外国

人政策が実施されるような制度の在り方を検討する。 

 

併せて、東アジア各国とのＥＰＡ交渉における人の移動に係る事項に関連し、専

門的・技術的分野と認められるものについては、その円滑な受入れを積極的に図る

ものとし、当該地域における総合的な人材開発と移動に関する戦略を併せて検討す

る。同時に、二国間で柔軟な形で協定を締結し、外国人労働者の権利の保護と義務

の履行を図るための法的措置についても検討を進める。 
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５ 金融分野 

 

（１）資本市場についてのルールの明確化、監視機能の見直し 

昨今生じている諸問題を背景に証券市場に対する不信感が高まっている。このため、

誰もが安心して参加でき、自由で活発な取引を行うことができる市場のルール・監視

機能の在り方を見直す必要がある。 

市場のルールについては、①経済法規は、行為の「形式」で判断するのではなく、

経済的実質を一層重視したものとすべきである、②一方、市場参加者にとってルール

の明確さは重要であり、これを当事者の自己責任だけに委ねてよいか、との視点から

明確化を図る。 

監視機能の在り方については、①証券市場におけるルール違反に対しては厳格な対

処が必要ではないか、②こうした違反に対するエンフォースメント（ルールの実効性

の確保）が十分ではないのではないか、との視点から見直しを行う。 

 

① 資本市場についてのルールの明確化 

 

【問題意識】 

 

「事前規制から事後チェックへ」の流れの中で市場ルールを明確化するためには、

ルールの適用に関する予見可能性を高めること、すなわちノーアクションレター制

度の一層の活用を図るべきである。 

      しかし、現行の「行政機関による法令適用事前確認手続の導入について」（平成

13年３月27日閣議決定、平成16年３月19日同改正。日本版ノーアクションレター制

度。）では、実際の対象法令（条項）が行政処分に係るものに限定されており、制度

本来の主旨に反して、使い勝手の悪いものとなっている。例えば、自己が行おうと

している事業活動が行政機関の告発の対象となるか否かといった場合には、告発が

行政の不利益処分に該当しないとの理由で制度の対象外となっているほか、当該事

業活動が課徴金の適用を受けるか否かについても、制度の対象であるかが明確とな

っていない。したがって、同手続の対象を拡充する必要がある。 

    また、同手続の平成16年度の照会・回答件数は３省庁で23件となっている。これ

は、米国ＳＥＣ(証券取引委員会)のノーアクションレター制度の利用状況に比べて

圧倒的に少ないと言える。金融庁のアンケート（平成17年10月公表）によると、同

手続を利用しない理由としては、「照会するような事案が発生したことがない」に次

いで、「制度の内容を知らない」ということが挙げられており、制度についての周知

が十分ではないことをうかがわせる結果となっている。 
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【具体的施策】 

 

ア 行政機関による法令適用事前確認手続（日本版ノーアクションレター制度）の

対象の拡充【平成18年度中のできる限り早期に措置】 

同手続の対象法令（条項）を「行政処分に係るもの」から「行政権限の行使に

係るもの」に拡充するべく、現行の閣議決定を改正して、その文言に所要の修正

を加える。 

 

イ 行政機関による法令適用事前確認手続（日本版ノーアクションレター制度）の

更なる周知徹底【逐次実施】 

各府省は、同手続の対象の拡充とあわせて、具体的な手続内容や同手続を利用

した民間事業者の実例等をポスター、リーフレット等を用いて広く分かりやすく

紹介する等、制度の更なる周知徹底を図る。 

 

② 監視機能の見直し 

 

【問題意識】 

 

不公正取引や粉飾決算といった証券市場におけるルール違反に対しては厳格な対

処が必要であるが、現在、こうした違反に対するエンフォースメント（ルールの実

効性の確保）は十分であるとはいえない。 

エンフォースメントを担保する仕組みの一つとして、証券取引等監視委員会（以

下、委員会）が行う勧告、告発がある。しかし、米国ＳＥＣに比べると摘発件数に

は顕著な差があり、組織人員の違いや、米国ＳＥＣの件数が着手ベースであること

を考慮に入れても、現状の委員会の行う勧告・告発件数ではルール違反に対する十

分な抑止力になっているとは言い難い。 

    すなわち、私人によるエンフォースメントがほとんど存在せず、不公正取引や粉

飾決算といったルール違反が相当程度存在する現状においては、行政上の措置であ

る課徴金制度を活用することにより、エンフォースメントを確保し、ルール違反を

抑止すべきである。 

また、委員会は、米国ＳＥＣとは異なり規則制定権・改定権を有していない。委

員会は、証券取引検査等の結果に基づき、必要があると認めるときは、必要と認め

られる施策について内閣総理大臣、金融庁長官又は財務大臣に建議することができ

るとされている（金融庁設置法（平成10年法律第130号）第21条）ものの、建議の実

績は平成４年の委員会の発足以来わずかに11件（平成18年４月現在）であり、市場
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の実情に応じたルールの見直しが委員会の建議を踏まえて迅速に行われてきたとは

言い難い。このため、金融庁、委員会は、まずは当面の措置として、建議等をこれ

まで以上に活用して、市場におけるルールが迅速に整備されるようにするべきであ

る。 

 

なお、これらエンフォースメント強化に当たっては、結果として正当な市場取引

が萎縮することのないように、各府省は行政機関による法令適用事前確認手続の活

用等を通じた事前のルールの明確化も併せて行うべきである。 

 

【具体的施策】 

 

ア 勧告・告発といった証券取引等監視委員会の有する権能の一層の活用【逐次実

施】 

委員会は、勧告件数、告発件数について、例えば「最近の実績の２倍程度を目

指す」といった数値目標を掲げて、直ちに取り組むことにより、市場におけるル

ール違反には厳格に対処するという姿勢を明らかにする。その際、「簡素で効率的

な政府」の方針の下、現行の人員で取り組むことを原則とする。 

具体的には、内部告発等を通じた情報の収集の強化、証券業協会や証券取引所

といった自主規制機関との連携の強化、格付機関や証券アナリストといった企業

財務に詳しい民間のノウハウの活用を図る。 

その他、委員会は、「有価証券報告書等検査処理状況」の公表のみならず、検査

や調査の着手ベースの実施状況を広く公表することにより、監視機関としての活

動状況を市場に認知させ、ルール違反に対する抑止力を高めるよう努める。 

 

イ 課徴金制度の適用強化を通じた市場ルールのエンフォースメント強化【逐次実

施】 

金融庁及び委員会は、まずは課徴金の適用件数を増大させる。最終的には、例

えば年間100～200件の適用を目指す。そのため、委員会は、①の取組を通じて課

徴金納付命令の前提となる勧告件数を増やす。 

そして、金融庁は、現行では不当利得の吐き出し程度となっている課徴金につ

いて、ルール違反への抑止力となる水準に高めることに向けた検討を直ちに開始

する。 

 

ウ 市場の実情に応じたルールの迅速な見直しに向けた建議等の実施【逐次実施】 

まずは当面の措置として、委員会は、常に制度的な問題が生じていないかとの
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観点からその調査・検査を実施し、ルールが市場の実情に応じたものとなってい

ないと判断される場合には、直ちに建議等を行い、金融庁はそれらを踏まえて迅

速に施策を実施する。その際、金融庁及び委員会は、建議のみならず、建議まで

には至らない技術的な修正の経緯についても対外的に公表する。 
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６ 基本ルール分野 

 

（１）一定期間経過後の規制の見直し基準の策定 

 

【問題意識】 

 

① 規制の見直し基準の策定について 

 

規制改革を一層進展させるためには、従来の個別分野・事項に着目した「規制改

革」という手法に加え、規制そのものの性質・制定形式などに着目して分野横断的

に見直しをする基準（以下「見直し基準」という。）を策定して、これに基づいた見

直しを推進していくことが必要である。 

 

この一環として、当会議は、「規制改革・民間開放の推進に関する第２次答申」（平

成17年12月21日）（以下「第２次答申」という。）において、「通知・通達等法令

以外の規定に基づく規制に関する見直し基準」を策定・提言し、この見直し基準は

「規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）」（平成18年３月31日閣議決定）

に盛り込まれ、見直し基準に基づく見直しが実施されることとなっている。 

 

我が国の構造改革にとって規制改革の実施は急務であることから、見直し基準の

策定は、全部の完成を待つことなく、可能な部分から優先的に順次策定することと

しており、当会議は、第２次答申で言及したとおり、制度創設以来一定の年限が経

過した規制についても、見直し基準を策定する必要があると考える。 

 

規制は、その導入時には、社会的なニーズを背景として、相応の検討を経て設け

られるものであるが、その後の社会経済情勢の変化の中で、その意義や必要性が低

下したにもかかわらず見直しが行われないような場合には、多くの問題・弊害を引

き起こすことがあると考えられ、当会議としては、このような制定後一定の年限が

経過した規制の中には、期間経過のゆえに、積極的に見直しを図るべき規制が存在

するものと考えている。規制はその意義・必要性について絶えず見直しが行われる

べきものであり、国民の具体的ニーズや行政機関の発意などにより実際に見直しが

行われているものも存在するが、規制が適時適確に見直されているかどうかを定期

的にチェックすることが必要である。例えば、自動車の車検制度のようにその安全

性等を定期的にチェックする制度があるが、規制についても定期的なオーバーホー

ルを行う機会を設け、その時代の国民のニーズに沿うものであるかどうかをチェッ
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クすることが、国民にとって有意義であると考える。 

 

② 一定期間経過後の規制の見直し基準 

 

   ア 見直し基準策定に当たっての検討の状況 

制度創設以来一定期間が経過した規制の見直し基準の策定に当たり、当会議と

しては、過去に審議してきた事項の中から抽出した典型的と考えられる６事例（６

省庁）についてヒアリングを実施し、定期的見直しの実施状況、考え方等につい

て所管府省との意見交換を実施した。 

 

所管府省との意見交換において、規制を一定期間経過後に見直すことについて

所管府省から表明された意見のうち、大きな論点と考えられるものとして、「必要

に応じて見直しを行っているので一定期間経過後に見直しを行う仕組みは特に必

要ない」という考え方がある。たしかに、ヒアリングを実施した事例の中には、

関連する制度の見直しに基づく見直しや、規制改革・民間開放要望などの具体的

ニーズに基づく見直しが実施されたものがあり、そのようなかたちでの見直しは

今後も積極的に行われるべきものであると考える。しかしながら、このようなか

たちでの見直しだけでは、具体的な見直しニーズが要望され又は明らかにならな

い限り見直しが行われないことになり、行政として大局的見地から規制の在り方

を検討し、積極的に改善していくことへのインセンティブが働かないことになる。

具体的ニーズ等に基づく見直しに加え、一定期間経過後に規制の在り方を見つめ

なおす機会を制度として設けることとすれば、その時代に即した合理的な規制改

革が期待でき、国民にとって有意義であると考える。 

 

   イ 一定期間経過後の規制の見直しの在り方 

当会議は、所管府省との意見交換等を踏まえ、一定期間経過後の規制の見直し

の在り方について、次のように考える。 

 

（ア）現行の一定期間経過後見直しの制度とその問題点について 

現在、規制の新設に際しては、一定期間経過後その規制について見直しを行

う旨の条項を盛り込むこととなっている。これは、平成６年行革大綱（平成６

年２月15日）に盛り込まれた制度であり、規制改革に関する累次の政府計画で

も言及されているところである。例えば、平成15年３月28日に閣議決定され

た「規制改革推進３か年計画（再改定）」では、下記のような内容を盛り込んで

いる。 
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・規制の新設に当たっては、原則として当該規制を一定期間経過後に廃止を含

め見直すこととする。法律により新たな制度を創設して規制の新設を行うも

のについては、各省庁は、その趣旨・目的等に照らして適当としないものを

除き、当該法律に一定期間経過後、当該規制の見直しを行う旨の条項（以下

「見直し条項」と いう。）を盛り込むものとする。なお、この見直しの結果、

その制度・運用を維持することとするものについては、その必要性、根拠等

を明確にする。各省庁は、規制の新設について、これを必要最小限にすると

の基本的な方針の下に、大臣官房等総合調整機能を有する部局において審査

を行うこととする。このため、各府省は、規制の新設に当たり、規制の必要

性、期待される効果、予想される国民の負担等のコスト等について検討し、

その検討結果を、見直し条項を付した法律及び見直し条項に基づく見直しの

結果とともに、毎通常国会終了後速やかに国民に分かりやすく公表する。 

・また、内閣法制局、総務省行政管理局及び財務省主計局は、規制の新設につ

いてそれぞれの所掌事務に基づき厳格な審査を行う。 

・なお、総務省行政管理局及び財務省主計局は、規制の新設抑制等の観点から、

各府省が行う規制の設定又は改廃に係る意見提出手続に際し、必要に応じ意

見を述べるものとする。 

 

この「規制の新設審査」制度における「一定期間経過後見直し条項」の設定

については、次の問題点を指摘することができる。 

・見直し条項を盛り込むものとすることとされている対象が「法律」に限られ

るため、法律の委任に基づく政省令や告示などについて、定期的な見直しの

考え方が反映されないこと。 

・規制を新設する場合に適用される制度であるため、過去に設定され現在まで

長期間が経過している既存の規制について、定期的な見直しの考え方が反映

されないこと。 

・見直し期間などの基準が示されていないこと。 

このような現状を鑑みれば、基本的な方向性としては、法律による規制に限

らずあまねくすべての規制について、一定期間経過後に見直しを行うしくみが

必要であると考える。 

 

（イ）各形式における一定期間経過後見直しの在り方 

 ａ 法律 

法律については、前述の「規制の新設審査」制度により、その附則に一定

期間経過後当該規制の見直しを行う旨の条項が設けられることとなっている。
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この場合、例えば、条約の批准に関連する規制等の中には、あらかじめ見直

し期間を設けることが必ずしも適当ではないものも存在すると考えられるが、

それらを除き、規制を新設する場合には、現行制度を活用して一定期間経過

後見直し条項を設け、それにしたがい見直しを行うべきである。 

また、既存の法律についても、一定期間経過後当該規制の見直しを行う旨

の条項を設けて、それにしたがい見直しを行うべきであることは、規制を新

設する場合と同様である。しかしながら、一定期間経過後見直し条項を設け

るためだけに改正法案を国会に提出することは、それにかかる行政コスト等

に鑑みて、必ずしも適切でないとの考えもあり、これについては、法律改正

の際に一定期間経過後見直し条項を盛り込むのが現実的かつ合理的であると

の考えもある。 

 

ｂ いわゆる「法規命令」 

行政機関の定める一般的なルールについても、行政手続法（平成５年法律

第 88 号）38 条 2 項は、｢命令等制定機関は、命令等を定めた後においても、

当該命令等の規定の実施状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、必要に応じ、

当該命令等の内容について検討を加え、その適正を確保するよう努めなけれ

ばならない｣と定めているところである。以下、行政機関の定める一般的なル

ールの種類ごとに、見直しの方法について検討する。 

まず、政令、内閣府令・省令、外局規則、人事院規則、会計検査院規則、

法律の委任に基づく命令を定めた告示（これらを総称して、この文章におい

て「法規命令」という。）については、法律における「規制の新設審査」制度

のような制度は存在しないが、法律の委任に基づき「法規命令」自体に具体

的な規制事項が定められるケースがあるため、この形式においても一定期間

経過後に見直しを行うことが必要であると考える。「法規命令」は通常、根拠

となる法律の見直しの際に併せて見直しが行われるため、法律に一定期間経

過後見直し条項がある場合には、当該法律の見直しに併せて「法規命令」に

ついても見直しを行うべきであると考える。 

他方、法律に一定期間経過後見直し条項がない場合については、当該法律

に一定期間経過後見直し条項が設けられるまでの間、「法規命令」に一定期間

経過後見直し条項を設けてそれにしたがい見直しを実施することが求められ

る。この場合、「法規命令」自体に一定期間経過後見直し条項を設けることが

適当かどうかという論点がある。法律と記述形式が同様である政令や省令と

いったものについては、その附則に一定期間経過後当該規制の見直しを行う

旨の条項を設けることになじむと考えられ、国家公務員倫理規程（平成 12
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年３月28日政令第101号）のような実例もあるが、告示のような形式が、附

則に見直し条項を設けることになじむものかどうかについては議論の分かれ

るところである。 

したがって、根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項がない場合には、

根拠となる法律に見直し時期を設定して当該法律と同時に見直しを行うなど、

「法規命令」そのものに見直し条項を盛り込むことと実際上同様の効果を有

する方法をとるべきである。 

 

ｃ 通知・通達等 

通知や通達など、行政機関が定める不特定多数の事案に適用されるルール

のうち、法規命令以外のもの（これらを総称して、この文章において「通知・

通達等」という。）については、法律における「規制の新設審査」制度のよう

な制度は存在しないが、第２次答申にて言及したとおり、行政手続法の審査

基準・処分基準など私人に対する「外部効果」を有するケースがあるため、

この形式においても一定期間経過後に見直しを行うことが必要であると考え

る。「通知・通達等」についても、「法規命令」と同様、通知・通達等が解釈･

運用の基準･指針を示している法律に、一定期間経過後見直し条項がある場合

には、当該法律の見直しに併せて「通知・通達等」についても見直しを行う

べきであると考える。 

また、当該法律に一定期間経過後見直し条項がない場合についても、「法

規命令」と同様、当該法律に見直し時期を設定して当該法律と同時に見直し

を行うなど、「通知・通達等」そのものに見直し条項を盛り込むことと実際上

同様の効果を有する方法をとるべきである。 

この場合、行政指導指針や技術的な助言・勧告に代表されるところの「私

人に対する「外部効果」を有しない通知・通達等」についても一定期間経過

後に見直しを行うのかという論点がある。たしかに「私人に対する「外部効

果」を有しない通知・通達等」については、規制に関わるものであるが規制

そのものではないと考えられ、一定期間経過後に見直しを行うことが規制改

革に直結するかどうかは議論の余地がある。しかしながら、これについては、

「通知・通達等」の制定・発出時点において、行政が望ましいと考える、推

奨される事項を意思表示したものにほかならず、その意味で社会経済情勢の

変化によりかかる「推奨」の内容は変わってくるものと考えられ、行政機関

が見直しを行う責任に関して、法規命令と行政指導指針を比較すれば違いが

ないことは、前記行政手続法38条2項にも示されていることから、「私人に

対する「外部効果」を有しない通知・通達等」についても、その内容につい
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て定期的に見直すことが望ましく、かつ意義のあることと考える。 

 

（ウ）見直しの「期間」設定の考え方 

一定期間経過後の見直しの「期間」の設定については、古くは「許認可等の

新設の審査及び定期的見直しについて」（昭和62年11月24日 各省庁許認可

等検討会議申合せ）において｢各省庁は、所管するすべての許認可等について、

当該許認可等の設定の趣旨目的、内容等に応じて、一定期間例えば５年ごとに

その必要性及び合理性について定期的見直しを行い、その結果に基づき必要な

措置を講ずる｣ものとされているが、現行の「規制の新設審査」制度では明確

な期間設定はされておらず、当該制度に基づき設けられた見直し条項において

も、３年、５年、７年、10年など様々な期間設定がなされている。 

これらの設定期間は様々な要素を勘案して設定されているものと思料する

が、一定期間経過後の見直しを推進するためには、分野横断的に適用されるあ

る程度明確な基準の設定が必要であると考える。当会議は、典型事例の所管府

省と「期間」の設定の考え方について意見交換を行ったが、結論としては、制

度創設又は改正後３年間程度は施行状況を見定め、その後問題点を整理し見直

し案を策定し実現するまでトータル５年程度が目安となるとの考え方が、実務

上最も合理的であると考える。 

他方、現行の「規制の新設審査」制度では、実績として５年より短いものや

長いものも存在する。時代にあった規制であるかどうかを見直す機会として一

定期間経過後見直しの制度を導入するとの観点からすれば、時代の変化が早い

分野はより短く、遅い分野はより長く設定することが望ましいと考えられる。

よって、見直しの「期間」は５年を基準とし、より短く設定するよう努めるも

のとするが、最長10年まで設定可能とするのが合理的であると考える。 

なお、一定期間経過後に見直しを行った規制についても、以後の社会経済情

勢の変化に伴い、時代にあわない規制となる可能性がある。こうした規制は定

期的に見直しを行う機会を設ける必要があると考えられることから、一定期間

経過後の見直しの際に次回の見直しを行うまでの「期間」（原則として当初設

定した期間）を設定すべきであり、次回以降の見直しについてもこの例による

べきである。 

 

（エ）見直しの視点 

一定期間経過後見直しの制度は、規制の在り方について見つめなおす機会を

設けるものであるから、一定期間経過後の規制の見直しに当たってどのような

視点で見直すべきかが明確であることが望ましいと考える。これについては、
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規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15 年３月 28 日閣議決定）で、次の

視点に沿って、規制の撤廃・緩和、運用の見直し等を推進することとされてい

る。 

(i)経済的規制は原則自由、社会的規制は必要最小限との原則の下での規制の

抜本的見直し 

(ii)免許制から許可制への移行、許可制から届出制への移行等より緩やかな規

制への移行 

(iii)検査の民間移行等規制方法の合理化 

(iv)規制内容・手続についての相互の国際的整合化の推進 

(v)規制内容の明確化・簡素化や、許認可等の審査における審査基準の明確化、

申請書類等の簡素化 

(vi)事前届出制から事後届出制への移行等事後手続への移行 

(vii)許認可等の審査・処理を始めとする規制関連手続の迅速化 

(viii)規制制定手続の透明化 

(ix)不合理な規制の是正による社会的な公正の確保 

 

一定期間経過後の規制の見直しを行うに当たっては、かかる見直しの視点に

したがい見直しを行うべきであると考える。その際、規制を導入ないし継続す

る理由となっていた社会経済情勢および知見が期間経過中に変化したか、また

どのように変化したかを、必要に応じ国民の意見を聞くなど、十分に調査・検

討すべきである。 

 

（オ）見直し結果および理由の公示 

規制の見直しは国民生活に影響を与えるものであり、どのように規制が見直

されたかについて国民に明らかにする必要があると考える。また、一定期間経

過後見直しの制度は規制の在り方について見つめなおす機会を設けるもので

あるから、見直しの結果、現行の規制を維持することも想定されうる。よって、

一定期間経過後に規制の見直しを実施した場合、その結果および理由をホーム

ページ等で公示すべきであり、見直しの結果、その制度・運用を維持するもの

については、その必要性、根拠等を明確にすべきである。 

 

【具体的施策】 

 

① 一定期間経過後見直し基準による見直しの推進【平成18年度以降逐次実施】 

 当会議及び各府省庁は、一定期間が経過した規制の見直しを推進するため、以下



 

 基本ルール- 8 -

の一定期間経過後見直し基準に従い見直しを推進するものとする。このため、以下

の一定期間経過後見直し基準に基づき、必要な措置を講ずるべきである。 

 

  《一定期間経過後の規制に関する見直し基準》 

 

   ア 意義 

     この基準は、制度の新設・改正後一定の期間が経過した規制について、客観的

かつ分野横断的に見直しを推進するために策定されるものである。したがって、

当該基準に基づき見直しがなされた規制については、時代に即応して、廃止、緩

和等の改革が必要かどうかを個々の規制について、従来どおり積極的に見直し、

規制改革を推進していくべきである。 

 

   イ 見直しの対象 

     見直しの対象となる「規制」の範囲は、第２次臨時行政改革推進審議会「公的

規制の緩和等に関する答申」（昭和63年12月１日）において示されている定義に

したがうものとし、次の形式により制度化されたものを、見直しの対象とする。 

    （i）法律（その趣旨・目的等に照らして適当としないものを除く。この基準にお

いて同じ。） 

    （ii）政令、内閣府令・省令、外局規則、人事院規則、会計検査院規則、法律の

委任に基づく命令を定めた告示（この基準において、「法規命令」という。） 

  （iii）通知や通達など、行政機関が定める不特定多数の事案に適用されるルール

のうち、法規命令以外のもの（この基準において、「通知・通達等」という。）

で、私人に対する「外部効果」を有するもの 

    （iv）通知・通達等のうち、私人に対する「外部効果」を有しないもの 

 

ウ 見直しの視点 

一定期間経過後の規制の見直しは、次の視点に沿って行うものとする。その際、

規制を導入ないし継続する理由となっていた社会経済情勢および知見が期間経過

中に変化したか、またどのように変化したかを、十分に調査・検討するものとす

る。 

（i）経済的規制は原則自由、社会的規制は必要最小限との原則の下での規制の抜

本的見直し 

（ii）免許制から許可制への移行、許可制から届出制への移行等より緩やかな規

制への移行 

（iii）検査の民間移行等規制方法の合理化 
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（iv）規制内容・手続についての相互の国際的整合化の推進 

（v）規制内容の明確化・簡素化や、許認可等の審査における審査基準の明確化、

申請書類等の簡素化 

（vi）事前届出制から事後届出制への移行等事後手続への移行 

（vii）許認可等の審査・処理を始めとする規制関連手続の迅速化 

（viii）規制制定手続の透明化 

（ix）不合理な規制の是正による社会的な公正の確保 

 

   エ 見直しの「期間」の設定 

一定期間経過後当該規制の見直しを行う旨の条項（この基準において、「一定期

間経過後見直し条項」という。）を盛り込む際の「期間」の設定については、以下

の基準にしたがい設定するものとする。 

(i)「５年」を標準とし、それより短い期間となるよう努める。 

(ii)制度見直しのための検証に時間のかかる規制については、「10 年」を上限

として設定する（可能な限り短い期間となるよう努める。）。 

なお、一定期間経過後に見直しを行う際には、次回の見直しを行うまでの「期

間」を設定するものとし、以後もこの例によるものとする。 

 

   オ 法律の一定期間経過後見直し 

法律については、(i)新たに法律を制定する場合、(ii)既存の法律の附則等に一

定期間経過後見直し条項がある場合、および(iii) 既存の法律に一定期間経過後

見直し条項がない場合に大別されるが、それぞれ以下の基準にしたがい見直しを

推進する。 

(i)規制にかかわる法律の新設に当たっては、法案作成時に前述エの「一定期

間の設定」基準にしたがい一定期間経過後見直し条項を盛り込み、以後、前

述ウの「見直しの視点」に立って見直しを行う。 

(ii) 規制にかかわる既存の法律のうち、一定期間経過後見直し条項があるも

のについては、当該見直し条項にしたがい見直しを行う。その際、前述ウの

「見直しの視点」に立って見直しを行う。 

(iii) 規制にかかわる既存の法律のうち、一定期間経過後見直し条項がないも

のについては、法律改正の際に前述エの「一定期間の設定」基準にしたがい

一定期間経過後見直し条項を盛り込み、以後、前述ウの「見直しの視点」に

立って見直しを行う。 

 

   カ 法規命令の一定期間経過後見直し 
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法規命令については、(i)法規命令そのものに一定期間経過後見直し条項がある

か、根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項がある場合、および(ii)法規命

令自体および根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項がない場合に大別され

るが、それぞれ以下の基準にしたがい見直しを推進する。 

(i)規制にかかわる法規命令そのものに一定期間経過後見直し条項があるか、

根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項があるものについては、一定期

間経過後見直し条項にしたがい、または一定期間経過後見直し条項がある法

律の見直し時に見直しを行う。その際、前述ウの「見直しの視点」に立って

見直しを行う。 

(ii) 規制にかかわる法規命令のうち、法規命令自体および根拠となる法律に

一定期間経過後見直し条項がないものについては、前述エの「一定期間の設

定」基準にしたがい根拠となる法律ごとに設定する見直し時期に見直しを行

う。その際、前述ウの「見直しの視点」に立って見直しを行う。 

 

   キ 「外部効果」を有する通知・通達等の一定期間経過後見直し 

私人に対する外部効果を有する通知・通達等については、(i)通知・通達等その

ものに一定期間経過後見直し条項があるか、根拠となる法律に一定期間経過後見

直し条項がある場合、および (ii) 通知・通達等自体、および根拠となる法律に

一定期間経過後見直し条項がない場合に大別されるが、それぞれ以下の基準にし

たがい見直しを推進する。 

(i)規制にかかわる通知・通達等のうち、通知・通達等そのものに一定期間経

過後見直し条項があるか、根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項があ

るものについては、一定期間経過後見直し条項にしたがい、または一定期間

経過後見直し条項がある法律の見直し時に見直しを行う。その際、前述ウの

「見直しの視点」に立って見直しを行う。 

(ii) 規制にかかわる通知・通達等のうち、通知・通達等自体、および根拠と

なる法律のいずれにも一定期間経過後見直し条項がないものについては、前

述エの「一定期間の設定」基準にしたがい根拠となる法律ごとに設定する見

直し時期に見直しを行う。その際、前述ウの「見直しの視点」に立って見直

しを行う。 

 

   ク 「外部効果」を有しない通知・通達等の定期的見直し 

私人に対する外部効果を有しない通知・通達等については、(i)通知・通達等そ

のものに一定期間経過後見直し条項があるか、根拠となる法律に一定期間経過後

見直し条項がある場合、および (ii) 通知・通達等自体、および根拠となる法律
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に一定期間経過後見直し条項がない場合に大別されるが、それぞれ以下の基準に

したがい見直しを推進する。 

(i)規制にかかわる通知・通達等のうち、通知・通達等そのものに一定期間経

過後見直し条項があるか、根拠となる法律に一定期間経過後見直し条項があ

るものについては、一定期間経過後見直し条項にしたがい、または一定期間

経過後見直し条項がある法律の見直し時に見直しを行うよう努める。その際、

前述ウの「見直しの視点」に立って見直しを行うよう努める。 

(ii)規制にかかわる既存の通知・通達等のうち、通知・通達等自体、および根

拠となる法律のいずれにも一定期間経過後見直し条項がないものについて

は、前述エの「一定期間の設定」基準にしたがい根拠となる法律ごとに設定

する見直し時期に見直しを行うよう努める。その際、前述ウの「見直しの視

点」に立って見直しを行うよう努める。 

 

ケ 見直し結果および理由の公示 

一定期間経過後に見直しを実施した場合、その結果および理由をホームページ

等で公示する。特に、見直しの結果、その制度・運用を維持するものについては、

その必要性、根拠等を明確にする。 

 

 ② 見直しの推進【平成18年度以降逐次実施】 

上述の一定期間経過後の規制の見直し基準に基づく見直しを強力に推進するため、

見直しの体制について、以下に基づき、必要な措置を講ずるべきである。 

 

  ア 各府省庁は、規制に関わる法律（その趣旨・目的等に照らして適当としないも

のを除く。以下、同じ。）の新設・改正にあたり、法律案を作成する際には、上述

の一定期間経過後の規制の見直し基準オに基づき、一定期間経過後当該規制の見

直しを行う旨の条項を盛り込む。 

 

  イ 各府省庁は、平成 18 年度末までに、その所管する規制に関わる法律の一覧を

作成し、公表した上で、上述の一定期間経過後の規制の見直し基準にしたがい、

関連する規制（法規命令、通知・通達等を含む）の見直しを行う。 

    一覧の作成に当たっては、 

    (i)見直しを行う年度（平成 19 年度から 23 年度までの５年間を基本として設

定する） 

    (ii)以後の見直しを行うにあたっての見直し周期 

   を明示するものとする。 
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   ウ 見直し推進機関は、総務省の協力を得て、上述の見直し一覧作成や一定期間経

過後の規制の見直し基準に基づく見直しの実施状況をフォローアップするととも

に、適時報告の徴収、意見表明を行う。 

 

   エ 平成18年度においては、当面、当会議が見直し推進機関の機能を担うものとす

る。平成19年度以降の見直し推進機関の在り方等については、見直しの推進状況

を踏まえつつ平成18年度中に検討し、決定する。 
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（２）国と地方の規制合理化 

 

【問題意識】 

 

国と地方の問題については、平成 12 年の「地方分権一括法」の施行によって、国と地

方が制度的に従来の上下主従の関係から対等協力の関係になった後も、引き続き「真の地

方分権型社会」の実現に向けて、「三位一体の改革」をはじめとする様々な取り組みが多方

面において行われてきている。当会議においても、「国から地方へ」という構造改革の基本

方針の下、国と地方の規制の問題を重点検討課題と位置付け、個々の国と地方の規制につ

いて、その規制を合理化すべく、取り組みを進めている。 

このような問題意識に基づき、平成 18 年度においては、①国の過剰関与の問題、②地

方ごとに異なる規制の問題、という２つの観点から個々の規制を取り上げて、個別具体的

に国と地方の規制のあり方について検討を進めた。 

 

① 国の過剰関与の問題について 

国の過剰な関与ならびに規制があれば、地域の自主性や主体性を阻害することに

なり、地域の実情に応じた施策が展開できないことになる。そうなれば、行政サー

ビスの低下を招き、最終的には、受益者である国民生活の向上を阻害することにな

る。 

したがって、国は、国の存立に関わる政策に関する事務（例えば、外交、防衛、

司法など）、全国的に統一して定めることが望ましい国内の民間活動等や地方自治に

関する基本ルールに関する事務（例えば、公正取引の確保、生活保護基準、労働基

準など）、全国的規模・視点で行われなければならない施策・事業に関する事務（例

えば、公的年金、宇宙開発、基盤整備など）等の国が本来果たすべき役割について

は、当然責任を持って担うべきであるが、地方の自主性・自立性に配慮し、地域に

おける基礎的な地方公共団体としての市町村の役割や都道府県の広域的な役割が適

切に果たせるよう、国の地方に対する関与・規制は真に必要なものに限るとともに、

関与・規制をする合理的な理由を明らかにすることが必要である。 

このような改革の推進を通じ、過剰な国の基準や規制を整理し、地方の裁量で施

策が行える部分を拡大すべきである。また併せて地方交付税についても、簡素化・

透明化を進めることにより、地方の実情に即した施策の展開を推進すべきである。 

このような基本的考え方の下に、当会議は国の過剰関与の問題を、ア全国一律の

基準であり地域の実情に応じた施策を阻害している規制（自治事務に対する国の過

剰関与）、イ技術的助言でありながら不利益を被る規制または地方分権一括法以前の

通知・通達、ウ国と地方に権限が分かれ事務が非効率となっている規制、という３
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つのカテゴリーに区分けし、個々の規制の問題について検討を行った。 

 

   ア 全国一律の基準であり地域の実情に応じた施策を阻害している規制（自治事務

に対する国の過剰関与） 

真の地方自治の確立のためには、「三位一体の改革」の推進による財政面におけ

る自主性・自立性の確立とともに、法令面においても地方の自主性・自立性を確

立することが必要である。少なくとも自治事務における必置規制・処理基準・整

備基準など事務の細則を定めた政省令、通知等については、必要最小限とするよ

う関係法令等について規制の見直しを行うべきである。また、その際、当該基準

等の必要性について合理的な理由を明らかにすることが必要である。 

 

   イ 技術的助言でありながら不利益を被る規制、地方分権一括法以前の通知・通達 

本来、技術的助言は法的拘束力を有しないが、従わないと不利益を被る場合、

事実上拘束力を持つ規制となる。また、地方分権一括法以前の通達については、

現在地方公共団体にとって強制力があるか否かが明確でないものがあると考えら

れる。これらの通知・通達等については、本年３月に決定した通知・通達の見直

し基準等に沿って、廃止すべきものは廃止し、存続すべきものについては当該通

知・通達等の位置づけを明確にするよう、必要な見直しを行うべきである。 

 

   ウ 国と地方に権限が分かれ事務が非効率となっている規制 

地方分権の推進により、事務の権限が国と地方に分かれてしまい、国と地方の

双方にとって、審査・処理等に係る事務がかえって非効率になってしまっている

場合には、効率化の観点から事務の一元化を検討するなど、必要な見直しを行う

べきである。 

 

② 地方ごとに異なる規制の問題について 

地方公共団体の各種手続の様式等が各自治体で独自に定められているが故に、自

治体の行政区域を超える事業活動を行う企業等にとって、非効率な事務を強いられ

ている事例があるが、このような様式の違い等、自治体をまたいだ活動が行いにく

くなっているものについては、できる限り合理化するべきである。特に、単なる書

類の様式については、統一化を推し進めることによって地方自治の本旨が損なわれ

る懸念は小さく、むしろ国民生活の利便性の向上につながることから、国・地方と

もに対応策を講ずるべきである。具体的対応策としては、国は技術的助言や電子化

を通じた情報の共有化等を通じできる限り問題の解消に努めるべきであり、地方に

おいては、電子自治体における業務・システムの電子化やデータの標準化を通じた
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様式の統一について、地方団体等を通じた自主的な取り組みを推進すべきである。 

 

【具体的施策】 

 

① 国の過剰関与の問題について 

 

   ア 全国一律の基準であり地域の実情に応じた施策を阻害している規制（自治事務

に対する国の過剰関与） 

 

  （ア）公営住宅家賃の決定について【平成19年度中に措置】 

公営住宅の家賃については、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃

で賃貸し、国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するという公営住宅の趣旨

から、国が公営住宅法施行令等により「応能応益家賃制度」として家賃の決定

方法を定め、それらに基づき事業主体である地方公共団体が定めている。この

ため、公営住宅の事業主体である地方自治体が地域の実情に応じた家賃設定を

行う裁量の余地はかなり小さくなっている。 

したがって、規制改革・民間開放推進３か年計画（平成18年３月31日）の

「公営住宅の管理運営の円滑化」にも留意しつつ、政令で定める家賃算定方法

について見直しを行い、地方公共団体の家賃決定、特に応益部分（家賃算定基

礎額以外の部分）についての事業主体の裁量の範囲を拡大すべきである。 

 

   （イ）職業能力開発校の設置について【平成19年度中に結論、以後速やかに措置】 

職業能力開発校については、職業能力開発促進法において現在都道府県に１

つ以上設置が義務付けられている。職業能力開発校と類似の施設を民間が開設

し、同種の内容の訓練を行っているので、職業能力開発校のあり方について見

直しが求められるとともに、職業能力開発校設置の必要性については地域行政

に責任を持つ地方公共団体が、地域の実情に応じて判断するという枠組みが適

切である。なお、早急に検討すべき事項として、訓練項目によっては民間が行

う方が効率的に行えるものがあると考えられることから、職業能力開発校にお

いて真に行う必要のある事業範囲を明確化した上で、民間に対する当該業務の

開放を推進すべきである。 

 

   イ 技術的助言でありながら不利益を被る規制、地方分権一括法以前の通知・通達 

 

   （ア）農業近代化のための資金融資について【平成19年度中に措置】 



 

 基本ルール- 16 -

平成17年４月１日施行の「国の補助金等の整理及び合理化等に伴う農業近代

化資金助成法等の一部を改正する等の法律」（平成 17 年法律第 16 号）によっ

て、農業近代化資金助成法の一部が改正され、都道府県が行う利子補給に係る

政府の助成の規定が削除され、地方公共団体に税源委譲がなされた。その際、

従来の「農業近代化資金融通措置要綱」に代わるものとして「農業近代化資金

の円滑な融通のためのガイドライン」（平成 17 年４月１日付け 16 経営第 8870

号農林水産省経営局長通知）が出されたが、この中の、第２－６－（２）「認

定農業者等に係る貸付利率の特例」の項目において、「（財）農林水産長期金融

協会に対して利子助成金の交付申請を行う際には、本ガイドライン第２の貸付

条件に則したものであることが明示された都道府県の利子補給承認通知書

（写）を提出するものとする」という表現があるなど、本ガイドラインに準拠

しないと特例が受けられないとの誤解を与える恐れのある表現が見受けられ

る。 

したがって、本ガイドラインの冒頭にもある「都道府県の責任において、か

つ自主的な判断での下での近代化資金制度の適正かつ円滑な運営を図るため」

という趣旨のもと、適正な表現に改め、周知徹底を図るべきである。 

 

   （イ）土地利用基本計画の策定・変更について【平成19年度中に措置】 

土地利用基本計画の策定・変更の事務については、平成12年の地方分権一括

法の施行により、都道府県の自治事務と整理されたが、実態上は、地方分権一

括法以前の通達に基づき、各都道府県は引き続き国土交通大臣への正式協議に

先立って関係地方支分部局との調整等の事務を求められており、各都道府県に

とって過重な負担となっている。 

したがって、地方分権一括法以前に発出された土地利用基本計画の策定・変

更に係る通達について、国との協議等に係る事務の大幅な簡素化の観点から廃

止すべきものは廃止し、存続すべきものについては必要最小限の関与となるよ

う見直しを行い、各都道府県の事務負担軽減のための措置を講ずるべきである。

また、都道府県の負担の軽減等を図るため、地図等の協議資料の電子化や手続

きのオンライン化を進め、平成 19 年度にはオンラインでの協議が可能となる

よう措置すべきである。 

 

   ウ 国と地方に権限が分かれ事務が非効率となっている規制 

 

   （ア）商工会議所の定款変更について【平成19年度中に措置】 

商工会議所の定款変更については、変更する項目によって国と都道府県に認
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可権限が分かれており、申請者にとっても国及び都道府県にとっても事務が非

効率となっている。 

したがって、全国的なガイドライン等を設けることにより、全国的に一定水

準、同質な組織・事業運営の維持を担保した上で、都道府県知事に定款の変更

に関する権限を委譲することによって、事務を一元化し、申請者にワンストッ

プサービスを提供することにより、申請者の利便性の向上を図るとともに、事

務の効率化を図るべきである。 

     （また、当該権限が委譲に適さないということであれば、現在、都道府県知

事の権限とされている事務所の所在地変更等、日常的で軽微な事項については、

届出事項に改めるよう検討すべきである。） 

 

② 地方ごとに異なる規制の問題について 

 

  ア 地方公金納入書の規格・様式について【平成19年度中に措置】 

地方税など地方団体の徴収金の収納については、各地方団体において、収納代

理金融機関の指定の拡大や口座振替納税の推進などに加え、コンビニエンススト

ア等への収納事務委託の導入、クレジットカードを活用した収納方法の検討が行

われ、また、金融機関等が構築しているマルチペイメントネットワーク（ＭＰＮ）

を活用した収納方法についても、指定金融機関や収納代理金融機関等が提供する

インターネットバンキングのサービスを利用した電子納付が可能となることや、

金融機関や郵便局の現金自動預払機（ＡＴＭ）で現金やキャッシュカードによる

納付が可能となるなど、収納方法の拡大や納税者等の利便性の向上が図られてき

ている。 

しかしながら、納入書の規格・様式については、統一規格・様式が制定されて

おらず、各団体が任意に様式を定めているため、収納代理金融機関等における事

務負担を不必要に増やすこととなっているほか、今後、電子収納の利用率向上の

実現を図るにあたって、そのための環境整備としても、早期に納入書の規格・様

式の統一を行うことが有効であると考えられる。 

したがって、納入書の規格・様式については、地方団体宛てに様式例を提示す

ること等を通じて、各団体がシステムの更新や改修の機会に様式統一化へ向けた

変更を行っておくこと等について留意させるとともに、その早期統一の実現へ向

けて、国によるより積極的な対応がとられるべきである。 

 

  イ 原動機付自転車の保有関係手続のワンストップサービスへの取り込み【平成18

年度検討】 
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自動車保有に関する手続（検査・登録、保管場所証明、自動車関係諸税の納付

等）のワンストップサービス化については、平成16年度に試験運用が開始され、

17年度には一部システムが稼働、今年度はシステムの対象範囲拡大に向けて検討

する旨、規制改革・民間開放推進３か年計画（再改定）（平成18年３月31日閣議

決定）で定められているところである。 

一方で原動機付自転車に関しては、自動車・軽自動車と同じく、道路運送車両

法（昭和26年６月１日法律第185号）、地方税法（昭和25年７月31日法律第226

号）、自動車損害賠償保障法（昭和30年７月29日法律第97号）等の対象とされ

ながら、市区町村が原動機付自転車の所有者に義務付けている申告等は軽自動車

税の賦課徴収のみであるとして、当該ワンストップサービスの対象範囲に含まれ

ない現状にある。 

住民基本台帳カードがワンストップサービスにおける本人確認手段と位置付け

られていることから、市区町村とワンストップサービスシステムとの接続が既に

行われている領域があること、1,000 円から 7,200 円の範囲にある軽自動車税の

クレジットカード納付を試行した自治体の取組みが納税義務者より概ね好意的に

受け止められ、徴収率の向上も期待されると評価されていることなどを踏まえ、

ＩＴ戦略本部による「重点計画－2006」の中にも掲げられる本サービスの推進を

促して所有者の利便性を更に高める観点より、原動機付自転車に係る軽自動車税

の納付にワンストップサービス用の決済システムであるマルチペイメントネット

ワークの活用を推進すること、ひいては、原動機付自転車をワンストップサービ

スへ包含することについて軽自動車等と同時に検討するべきである。 
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（３）資格制度の見直し 

 

【問題意識】 

 

① 資格制度の見直しについて 

    

ア これまでの取組とその成果 

公的資格制度は、国民の権利と安全や衛生の確保、取引の適正化をはかるため、

厳格な法的規律に服する資格者を置き、安心できるサービスを国民に提供するこ

とに、その目的がある。しかしながら、その資格をもった者でなければ一定の業

務活動に従事できないとするもの、いわゆる「業務独占資格」については、個人

の特定の市場への参入を規制する等の側面を有していることにより、国民生活に

不利益を与えている場面もあると考えられる。このような業務独占資格を典型と

する資格制度については、過去に総理府に設置されていた行政改革委員会が、平

成７年に「規制緩和の推進に関する意見（第１次）」の中で弁護士の大幅増員を

提言して以来、下記に掲げるような資格制度の見直しに関する取組が進められ、

成果をあげてきたところである。 

 

（資格制度の見直しに関するこれまでの取組とその主要な成果） 

平成７年12月 行政改革委員会第1次意見 弁護士の大幅増員を提言 

平成９年12 月 行政改革委員会最終意見 行政書士の業務独占のあり方の見直

しや、受験資格要件の廃止及び報酬規定を会則記載事項としな

いことを提言 

平成10年４月 法曹人口の大幅増員等のための、裁判所法及び司法試験法の改       

        正 

平成11年３月 業務独占資格についての16項目の見直し基準・視点を提示し、

規制緩和推進３か年計画に盛込み、閣議決定 

平成 11 年４月 理学療法士及び作業療法士の養成課程について、既に履修した

と認められる課目を免除する指定科目制度等の導入 

平成 11 年７月 行政書士試験の受験資格要件の廃止、報酬規定の会則記載事項

からの削除 

平成 12 年３月 平成 11 年３月の規制緩和推進３か年計画における見直しの基

準・視点に、更に法人制度の検討及び資格者数の増大の２項目

を追加 

         弁護士の広告規制を原則禁止から原則自由に緩和 
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平成12年４月 弁理士の業務範囲の見直し、試験制度の改革、法人制度の創設、

報酬規定の会則記載事項からの削除等 

平成12年11月 行政書士報酬規定を廃止 

平成12年12月 行政改革推進本部規制改革委員会第２次見解 「登録・入会制

度の在り方」、「報酬規定の在り方」について提言 

平成14年３月 税理士報酬規定の撤廃 

平成14年11月 社会保険労務士報酬規定の廃止 

 

イ 資格制度の見直しについての基本的な考え方 

上記のように、平成 11 年３月、規制緩和委員会の「規制改革についての第１

次見解」による提言に基づき閣議決定された「規制緩和推進３か年計画（改定）」

に掲げられた資格制度に関する見直しの基準・視点に沿った形で、各資格につい

て以後一定の改革が推進されてきたところであるが、業務独占資格については、

業務の独占、合格者数の事実上の制限、受験資格要件などの規制が維持されるこ

とにより新規参入が抑制されたり、資格者以外の者が市場から排除されることに

より当該業務サービスに係る競争が制限されるといった弊害が残っていると言

わざるを得ない。 

したがって、業務独占資格については、有資格者でないとできない業務をでき

るだけ限定するとともに、隣接職種の資格者にも取り扱わせることが適当な業務

については他の職種の参入を認めるなど、資格の垣根を低くすることが必要であ

る。 

また、社会状況等が急速に変わっていく中、資格者が担うべき業務の内容も時

代の変遷とともに変わり、新たな技術・能力を身につけることが必要である。当

然あらゆる分野において、そのような職能技術・能力を高めることは必要ではあ

るが、特に業務独占資格については、業務を行うことができる者が限定されてお

り、競争原理が働きづらい環境であることから、業務独占資格者の質の確保・向

上や資格者の職歴や懲罰等の情報の開示等が社会的に求められていると言える。 

したがって、資格制度全般に関し、各省庁は、国民生活の利便性の向上、当該

業務サービスに係る競争の活性化等の観点から、所管する業務独占資格等につい

て、上述した資格の見直しの基準・視点に基づいて、業務独占規定、資格要件、

業務範囲等の資格制度の在り方を更に見直すべきである。 

 

② 個別の問題意識 

   

ア 資格者の質の向上 
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これまでは、資格者が業務を行うにあたっては、有資格者としての倫理観・責

任感が働くことにより、法が遵守されているという前提が当然にあるかのように

信じられてきた。しかしながら、そういった信頼を裏切る行為による事件も続発

しており、単純に資格者の倫理観・責任感に頼るだけでは、法秩序を守ることが

できない状況が生じている。さらにまた、社会の変化・複雑化もあり、資格者が

その資格を取得した当時の知識や技術だけでは解決できない問題も発生してい

る。これらを解決するためには、資格者の知識・技能の向上を図るしくみが必要

であると考える。これについては、現在でも資格者団体が講習を実施するなど、

資格者の知識・技能の向上を図る取組みがなされているところもあるが、必ずし

も受講の義務付けなどがなされておらず、資格者の能力に個人差が生じていると

考えられる。 

  したがって、講習等の実施とともに、それらの受講の義務付けや、必要に応じ

て免許の更新制の導入なども検討すべきであると考える。また、医師・建築士の

ように専門業務がある程度分化されている資格については、各分野の資格者の能

力を民間で認証できる仕組みや資格者の認証や業務実績の情報を開示する仕組

みなど、利用者が資格者の質や専門性を判断できる仕組みを導入することが、利

用者利便と専門能力の向上のために必要と考えられる。 

 

イ 懲戒処分等の適正な実施 

弁護士以外の業務独占資格においては、資格者はその行った法律違反を含め不

適切な行為に対して、所管大臣から懲戒処分を受けることになっている。しかし

ながら、懲戒処分にあたっては、処分を行う基準等が明確でなかったり、資格に

よってはこれまで極端に処分実績が少ないものもあるなど、適正に処分が行われ

てきたことに疑念を抱かざるえない部分もある。また、処分の内容については、

官報等で公表することとされていない資格もある。 

懲戒処分にあたっては、まず、懲戒処分の基準を明確にすることが必要である。

更に、不適正な行為を行った資格者に対しては、懲戒等の処分が厳格に行われる

べきことは、資格者の倫理観・責任感を維持する観点からも当然であり、厳格か

つ適正な処分により、他の資格者の不適切な行為に対する抑止力となると考えら

れる。また、処分等の対象となった者の氏名、行為や処分の内容等の公表は、不

祥事事案の再発を抑止するとともに、資格者の提供するサービスの利用者である

国民に注意を喚起することによって不測の損害を被ることを防止する観点から

も重要である。 

 

ウ 強制入会（団体）の在り方 
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今年度ヒアリングを実施した業務独占資格の事務系 10 資格のうち、公認会計

士、弁護士、司法書士、土地家屋調査士、税理士、社会保険労務士、弁理士、行

政書士の８資格では、法律により資格者団体の設立が義務付けられるとともに、

資格者団体に入会しなければ当該資格者の業務を行うことができない、強制入会

制が採られている。不動産鑑定士については、法律上、団体の設立及び入会を強

制する規定はなく、実際、民法（明治 29年法律第 89号）第 34 条の規定に基づ

く任意入会制の社団法人が設立されている。 

資格者団体及び関係省庁は、強制入会制を採る主な理由として、資格者の品位

保持、資質の維持・向上、資格者の非行の抑制、低所得層等に対するサービスの

提供、行政からの連絡・示達の利便性等を挙げている。 

しかしながら、これらの理由は、当該資格者団体に入会しなければ資格者とし

ての業務を行うことができないという追加的な規制を試験合格者に課すること

を正当化するものとは考えられない。強制入会制度をとらないと会員数が減少し

て資格者団体が維持できないという財政上の理由も上げられるが、資格者団体の

維持は会員にとって魅力のある活動を当該団体が行うことによって図られるべ

きは当然のことである。 

強制入会制度は、試験合格者に追加的な規制を課すとともに、他の資格者団体

との間に業務領域などについて障壁を作り、内部においては資格者個々人の自由

な業務の展開を抑圧する頸木としての役割を果たしており、これらは利用者であ

る国民にとっての資格者の活用を不自由にする大きな原因となっている。したが

って、資格者団体への強制入会制度の在り方については、引き続き検討を行って

いく必要がある。 

 

【具体的施策】 

 

① 資格制度全般 

 ア 懲戒処分等の適正な実施【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

資格者の主管省庁は、懲戒処分にあたっての基準を明確にするとともに、懲戒

理由に該当する場合には基準に照らして、懲戒等の処分を厳格に行うべきである。

懲戒処分等の対象となった者の氏名並びに行為及び処分の内容等を公表すべきで

ある。 

 

② 個別資格に関する事項 

ア 公認会計士 

   公認会計士による監査制度は、複雑化・多様化・国際化している経済環境のも
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と、企業の財務情報の適切さを保証することにより投資家・債務者などの保護、

資本市場に対する信任の確保を図るものとして、位置づけられてきたところであ

る。しかしながら、昨今、企業の不正行為と不適切な監査に起因する不正会計事

件が起こるなど、公認会計士による監査制度に対する信頼がゆらいでいると言え

る。かかる状況において、公認会計士および監査法人については、その質を向上

するための施策が求められており、監査制度についても監査の質の確保と実効性

の向上を図ることを目的とする情報開示の徹底等の施策が求められている。 

 

（ア）公認会計士の資質の維持・向上【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

      公認会計士が監査証明業務を的確に行うためには、その専門的能力と幅広い

識見を維持・向上していくことが必要である。したがって、研鑽の機会として

の継続的専門研修のあり方や、その能力を確認するための資格更新制度等につ

いて検討し、必要な措置を講じるべきである。     

 

   （イ）監査法人制度の見直し【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

   現在の監査法人制度においては、行政処分として業務運営に対する指示、戒

告、業務停止命令、解散命令が行えることとされているが、これまでの実績は

非常に少なく、必要な行政処分が行われていたとはいえないと考えられる。し

たがって、業務停止命令や解散命令などの重い処分に至る前に、必要な指示、

戒告等を行うことにより、監査法人に対し適切な運営を行わせるようにすべき

である。また、不正に対するペナルティーの徹底の観点から、監査法人に対す

る課徴金や刑事罰の適用についても検討し、必要な措置を講じるべきである。 

   また、同一監査の連続の禁止について、現在大手監査法人の審査担当社員等

については公認会計士協会の自主規制により、一般の公認会計士（７年まで、

インターバル２年）に比べ厳しいルール（５年まで、インターバル５年）が適

用されているが、監査法人、公認会計士等の独立性を高める観点から、諸外国

の実情等も勘案しつつ、法令上の適切なルールについて検討し、必要な措置を

講じるべきである。 

 さらに、現在の監査制度は、監査法人における社員である公認会計士の相互

監視と相互牽制を前提としているが、不正会計事件などによる損害賠償責任を

監査法人の社員全員に負わせていることについては、不正に関与した社員の責

任感の低下をまねいている面もあると考えられる。したがって、関与した社員

の責任を明確にする観点から、制度の見直しについて検討し、必要な措置を講

じるべきである。 
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（ウ）監査における情報開示【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

 公認会計士による監査制度に対する信頼の維持・向上のためには、公認会計

士や監査法人による監査の透明性の確保が必要である。したがって、現在不透

明である公認会計士や監査法人の監査報酬についての情報を開示すべきであ

る。また、依頼者による監査法人や資格者の資質の適切な判断を可能とすると

ともに、投資家等の保護を図る観点から、公認会計士や監査法人に関する情報

の開示も求められるところである。 

   このため、公認会計士や監査法人の監査実績、監査報酬、懲戒処分など資格

者の資質を確認するために必要な情報について開示する仕組みを構築すべき

である。 

 

イ 建築士 

  建物の設計においては、各々の等級の建築士資格によって、設計できる建物や

規模が決まっているが、その中で全ての設計が可能となっている。しかし、各々

の建築士の業務は、設計する建物の規模に応じて、デザイン、構造や設備などの

分野に細分化、専門化されている。したがって、建物のように倒壊等により周囲

への影響が出るという意味で公共性を伴うものを扱う場合には、資格者の質の確

保のため、建築士の専門性等が分かる仕組みやそこに従事する建築士に関する情

報が開示されていることが必要である。このような情報開示を通じ住宅購入後の

瑕疵に対する被害者救済の仕組みの整備にも資すると考えられる。またその際に、

資格を細分化するなど公的な資格の業務独占範囲を限定することは避けるべき

である。 

 

（ア）質の維持向上に向けての情報開示【平成18年度検討・結論、平成19年度措

置】 

建築技術の向上や新しい建築素材の開発等が進んでいるなかで、そうした知

識や必要な能力を身につけていくことが社会的に求められている。したがって、

そういった建築士自身の自己研鑽の履歴や設計業務の実績の履歴を関係者に

分かるよう情報を開示する仕組みを検討すべきである。また、資格者の違反行

為等を未然に防ぐため、違反履歴等の情報の開示についても検討すべきである。 

 

（イ）専門性等の明示【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

各々の建築士のなかで、特定の分野について高い専門性を習熟している場合

には、公的資格を細分化することなく、各分野の能力が社会的に認知され、依
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頼者が規模や用途に合わせ建築士を選別できるような民間における認証の仕

組など専門性を明示できるようにすることを検討すべきである。 

 

ウ 医師 

（ア）医師等医療資格者の一定以上の資質の確保【逐次実施】 

医師免許取得者については、先頃成立した医師法等の改正に示された「行政

処分を受けた医師等に対する再教育の義務付け」等を実効性あるものとするた

め、当該制度を厳格に運用し、医師等の免許取得者の資質が確保できるように

取り組むべきである。 

また、行政処分に至った原因の分析を行い再発予防に役立てるとともに、行

政処分に至らないケースであっても、知識・技術等が望ましい水準にない医師

等に対しては、適正に注意喚起、行政指導等を行う等、国民に対し安心・安全

で質の高い医療を確保できるよう、引き続き適確な施策を講じて行くべきであ

る。 

 

（イ）医師の資質維持・向上のための取組【平成18年度検討・結論、平成19年度

措置】 

   医師には、医師免許取得は終点ではなく、その取得を起点とした生涯に渡る

職業人としての自発的な修練、研鑽が求められる。そのため、その知識技能の

水準が患者の生死に関わることでもあることから、特に臨床に当たる医師につ

いては、医師として一定水準以上の知識技能の維持は絶対的な条件であり、さ

らにはその向上を図ることは利用者の信頼につながる。 

 そのため、医療保険制度や医療安全等の最新情報をキャッチアップするため

の定期講習の受講など医師や保険医として求められる知識技能と資質を維持す

るための取組や、医療安全等や適正で標準的な治療方法等をガイドライン等に

示し、必要の都度改定し周知するなど、医師の自発的な知識技能と資質向上を

サポートするための取組について、検討の上、所要の施策を講じるべきである。 

 

（ウ）専門医制度と医師免許との連携を含めた総合的な視点から医師資格制度の見

直し【平成18年度検討・結論、平成19年度措置】 

  多様な医療の専門分化により、基礎的な知識・技量の証である「医師免許」

だけでは、医師個々の専門領域を表し得なくなってきている。一方、専門医資

格、認定資格など機能分化に対応した専門的な資格は、必ずしも技術的評価が

伴っていない、各専門資格間でその評価基準に統一性が無いなど、それぞれの

制度が未熟な状況にあるが、先進医療技術の実施要件として、専門医であるこ
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とが要件とされる等、専門医制度を活用した今後の取組が期待されてきている

ところである。 

したがって、我が国の医師資格を有することが先進国の医師資格制度と比し

ても十分な技能・知識の担保となるよう、基礎的な医術一般に関する医師免許

制度と専門医制度等の医師免許に対する上積みの資格制度との組合せ、教育体

系と資格体系との連携等、総合的な視点から医師資格制度の在り方について改

善を図るべきである。 

 

（エ）外国人医師の日本国における臨床医療行為の許容【平成18年度措置】 

 わが国の医師資格を持っていない外国人医師がわが国で臨床医療行為を行

うことについては、臨床修練制度により容認されているところであるが、特に

高度の技術を持った外国医師資格保有者が同制度によりわが国で臨床医療行

為を行えることを周知させるべきである。 

 

エ 税理士 

（ア）税務官公署職員に対する特権的資格付与制度の在り方の見直し【平成 18 年

度措置】 

特定の職務経験により、無試験で資格を取得できるとすることは、社会的に

も公平性に欠けていると言える。現在、税務署などで税務業務に 23 年以上従

事した職員は、講習を受け、所管省庁が行う試験により、税理士資格を取得で

きることとなっている。本来、能力が備わっておれば、一般の受験者とともに

税理士試験を受け、合格したものが資格を取得するべきである。したがって、

税務官公署職員であっても、税理士の資格取得にあたっては、一般の受験者と

同様の試験によって、資格を取得すべきであり、上記の特例措置は廃止すべき

である。 

   また、税務職員が特例措置により資格を取得するにあたって受講している講

習や試験の内容、合否を決める基準等は、公表されていない。上記により特例

措置を廃止するまでの間はただちに、透明性と資格の質の確保の見地から、実

施している講習や試験の内容等を公表すべきである。 

 


